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要望
管理番号

①措置の分
類

①－２措置の内容（対応策） ②現行の法規制等の内容及び関連する規制改革措置の内容
③関連する官民間の競争条件

均一化措置
④開示する情報 ⑤その他必要事項 提案事業名

①－１
「市場化テスト」の対象と

すべきと考える具体的な事業

①－２
提案理由

２―１ ｃ

（内閣府）
歴史資料として重要な公文書等の管理・保存・利用という業務は、我が国の歴史を真摯に記憶
し、過去を常に検証していくという、その重要性・特殊性から、国家の重要な責務と位置付けら
れるものである。また、このような業務を通じて、国立公文書館は、世代を超えた国民に対する
説明責任を果たすという国家的な責務も担うものである。このような責務を十全に果たすため、
職員は、司法、立法、行政等すべての公文書に、国民に公開される以前にアクセスし、歴史的公
文書等として同館へ移管すべきか否かの評価・選別を適切に行うとともに、移管後においては、
歴史的重要文書の毀損や国家的機密の漏洩等が起こらないよう、その管理、保存に万全を期す必
要がある。ここで、①国立公文書館の職員は、移管前及び移管後において、国家的機密等が含ま
れている一般には公開できない公文書等の内容を見るため、厳格な守秘義務を課す必要がある。
守秘義務がなければ、国の各機関が国立公文書館における公文書等の保存体制に不信を抱き、適
切な移管が行われなくなるおそれもある。②法令への規範意識を欠いたり、争議行為が可能にな
れば、重要公文書等の管理・保存・利用に不安を生じさせることから、法令遵守義務・争議行為
の禁止が必要である。③職務についての信頼感を損なわないため、信用失墜行為の禁止が必要で
ある。④同様の理由で、職務専念義務が必要である。⑤職員が公文書にアクセスした際の政治的
利用を防止するとともに、政治的偏向に起因した恣意的な評価・選別を防止するためには、国家
公務員の全体の奉仕者性が担保される必要があり、政治的行為を制限する必要がある。また、移
管後においても、政治的偏向に起因する秘密漏洩、公開基準の恣意的運用、文書の毀損等を防止
し、十全に管理・保存されるためにも、当該業務に当たる職員は、政治的行為を制限する必要が
ある。⑥私企業との兼業を認めれば、私企業の利益と直接的な利害関係が生じ、それを契機に、
秘密情報の漏洩について、慫慂を受ける危険があることから、私企業からの隔離が必要である。
⑦他の事業を経営等すれば、特定の団体の利益と直接的な利害関係が生じ、それを契機に、秘密
情報の漏洩について、慫慂を受ける危険があることから、他の事業又は事務の関与制限が必要で
ある。以上のことから、国立公文書館の職員は、国家公務員である必要がある。

国立公文書館法第１１条及び第１５条により、国立公文書館は
中央の保存・利用機関として、立法機関・司法機関も含めた国
の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等を一括して
扱う機関として位置づけられている。
国立公文書館法第５条により、国立公文書館は特定独立行政法
人すなわち国立公文書館の職員は国家公務員であることが規定
されている。

所蔵公文書の種類、内容等については目録データベース
により公表済
現在の公文書館の職員数、各種業務内容に関する情報も
館ホームページで公表済

①－２のとおり、歴史資料として重要な公文書等の管
理・保存・利用という業務は、国家の重要な責務であっ
て、国立公文書館の職員は国家公務員である必要がある
ことから、官民競争入札にはなじまないものと考える。
なお、民間開放や市場化テストの進んでいるアメリカ、
カナダ、オーストラリアなどの諸外国においても、国立
公文書館は国の機関であり、その業務は国家公務員が
担っている。
また、国立公文書館では、利用者への利便性の向上の観
点から、目録データベースの充実やデジタルアーカイブ
化の推進を図っているが、これらの業務に関して民間委
託等を行うことが可能な分野（デジタルデータの作成、
データベースシステムの開発・保守、データ入力作業、
マイクロフィルム撮影、複製物・写真本作成業務等）に
ついては、既に民間委託を行い、業務の効率化やコスト
削減に努めているところである。民間委託の際には、委
託の内容によっては、技術評価を加味した入札を行うな
どの業者選定を行っているところである。

ドキュメント管理
事業（公文書の管
理・運用・保管等
に係る事業）

国立公文書館所蔵の公文書の管理・運用・保管業務

国立公文書館の公文書の管理、保管、公開と言った一連のバッ
クオフィス業務を、民間事業者の委託をすることで、民間事業
者の持つ優れた文書情報のデジタル化技術・ＩＴ技術を利用し
て、業務の効率化やコスト削減と言った効果だけではなく、利
用者への利便性向上を図ることも可能となり、情報公開の観点
からも有意義であると考える。

２―２
（警察庁）
本件要望に係る運転免許に関する事務は、都道府県の事務であるため、今回の市場化テストに関
する民間提案の対象外である。

運転免許証の交
付・更新事業

現在、各都道府県の公安委員会で実施されている、運転免許証の交付・更新・
運転者講習に関する業務。

・民間の自動車教習所などで運転免許証の交付・更新が可能に
なれば、申請者にとって利便性が高まる。
・免許交付・更新手数料の削減。
・更新の際の、運転者講習の質の向上、費用の削減。

２―３
（警察庁）
本件要望に係る運転免許に関する事務は、都道府県の事務であるため、今回の市場化テストに関
する民間提案の対象外である。

「運転免許に係る
業務」

運転免許更新センター、警察署、試験場で行う「運転免許に係る業務」につい
ては、公共上の見地から、3年間にわたり、順次民間に移行する。　　　　17年
度  更新手続、 住所等変更手続　　　　　　　　　　　　　18年度  失効手
続、再交付の手続
19年度  運転免許試験の実施、国外運転免許証の手続

公正な更新、試験制度の維持は民間でも可能である。テスト期
間として2年間の猶予を置く。

２―４

（警察庁）
公金収納は、会計法等に基づいて行われており、本件について当庁は代表して回答する立場にな
い。なお、反則金については、一定の道路交通法違反をした者が任意に国に納付することによ
り、当該違反について公訴を提起されないこととする制度であるため、そもそも未納という事態
は発生しない。

「交通違反反則金
及び罰金の徴収事
業」

「交通違反に係る反則金及び罰金の徴収に関する事務」

「反則金及び罰金の徴収について、これを民間が、未納分の回
収作業、及び、カード決済、コンビニ収納といった方式で実施
することとすれば、支払方法の多様化、未納の減少などの点で
改善が図り得る。」

（財務省）
徴収対策として支払方法の多様化を検討する場合、道路交通法令を所管する警察庁又は罰金の徴
収については法務省において、反則金の国庫収納という法律要件と法律効果の発現との関係等又
は罰金の刑事法制度における意義等をどのように整理するか等の課題があると思われるため、警
察庁又は法務省において、徴収対策として支払方法を多様化する必要性やそれに伴う課題等をど
のように整理するかについて、十分検討していただく必要がある。

会計制度所管官庁としての財務省としては、開示する情
報は、ない。

クレジットカードによる収納については、カード分割決
済時や決済不能時、カード偽造等の場合において、反則
金及び罰金の国庫収納という法律要件と法律効果の関係
等をどのように整理するか等のクレジットカード固有の
課題があるため、徴収対策として実施する場合、警察庁
及び法務省において、その必要性やクレジットカード固
有の課題をどのように整理するか等について、十分検討
していただく必要がある。

C

（法務省（刑事局））
＜未納分の回収作業の民間委託，カード決済について＞
○罰金は，刑罰であることから，検察官の指揮監督により適正に執行すべきであり，未納分の回
収作業の民間委託，カード決済を実施した場合，回収業者及びカード会社に債権譲渡され，実質
的には民間企業が刑罰を執行することとなる。
○罰金刑は刑罰であり，現金等が納付できない者は労役場に留置する（刑法１８条）制度がある
ところ，カード決済による未納の場合は保険等による補てんとなり，当該人に対する負担が一次
的に免除され，刑罰の目的が達成できない上，刑罰の持つ犯罪抑止力の効果が減衰しかねない。
○債権譲渡の観点から，支払いでトラブルとなった場合に，未納者の前科情報が流出する可能性
があるため，個人情報の保秘に問題がある。
＜コンビニ収納について＞
○コンビニ等は多額の現金等を取り扱うことを予定している機関ではなく，また，罰金の納付自
体が罪を犯したと推認させることとなるが，コンビニ店舗の機構上，職員に対する個人情報の保
秘の観点から，実施は問題があり，困難である。

罰金の裁判の執行は検察官の命令によって執行するものとされ
ている（刑事訴訟法４７１条，４９０条）。
これは，裁判の執行は適正になされなければならないためであ
る。

１５年度の罰金刑執行件数及び金額

（法務省（大臣官房司法法制部））
【現行の法規制等の内容について】
　弁護士は基本的人権の擁護と社会正義の実現とを使命とし、
ひろく法律事務全般を行うことを職務とするものとして、わが
国の法律秩序が形成されているのであるが、弁護士法第７２条
は、弁護士でない者が他人の法律事件に介入することを業とす
れば、当事者その他関係人らの利益を損ね、国民の公正な法律
生活を侵害し、ひいては法律秩序を害することになるから、こ
れを禁止するために設けられたものであり、当該規定は、現在
においても合理性、必要性を有する規定と考えている。反則金
及び罰金の徴収事務は法律事件に該当するものである。
　ただし、他の法律に別段の定めがある場合は、この限りでは
ないとしており（弁護士法第７２条後段）、他の法律に定めを
置く場合には、同法自体の改正は必要ないものと思料する。
　また，債権回収会社の取り扱うことのできる対象債権は一定
の範囲内に限定され，「特定金銭債権」と定義されている（債
権管理回収業に関する特別措置法第２条）。交通違反反則金及
び罰金は特定金銭債権ではない。
【関連する規制改革措置の内容】
　司法制度改革のための裁判所法等の一部を改正する法律（平
成１５年法律第１２８号）において、弁護士法第７２条の例外
が弁護士法以外の法律に存することを同条ただし書に明記した
（平成１６年４月１日施行）。
　また，債権管理回収業に関する特別措置法附則第７条におい
て，この法律の施行後５年を目途として，この法律の実施状況
等を勘案しつつ検討が加えられるものとされており，本年が施
行後５年目に当たることから，ユーザー等からのヒアリング等
の調査を行い，実情・ニーズの把握に努めているところであ
る。
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２―５ c,d

（防衛庁）
１．①　募集業務、②　援護業務、③　広報業務

　防衛庁・自衛隊は、志願制の下、その時々の社会経済情勢に大きく影響を受ける厳しい募集環
境において質の高い人材を安定的に確保するため、募集対象者にとって親近感や利便性のある窓
口及び地域社会に密着した各種広報媒体を有する都道府県、市町村等の密接な協力を受けつつ、
自衛隊地方連絡部を置き、自ら自衛官の募集業務及びこれに関連する広報業務に取り組んでい
る。募集に当たっては、自衛隊の組織・制度や部隊勤務等の現状を知悉する現職自衛官が自己の
体験に基づいた説明を行うなどにより効果的な募集広報を実施し、所要の人材を確保している。
そもそも、こうした募集業務は、国の防衛を担う人材を確保するものであるとともに、武力攻撃
事態における緊急募集等にも対応する必要があるものであり、こうしたことを考慮すれば、その
根幹を民に委ねることは適当ではない。なお、募集広報のうち、パンフレットやポスター、ＴＶ
コマーシャルの制作等については既に民間企業に委託しているほか、効率的な募集体制、募集広
報については不断に検討しているところである。また、援護業務については、退職予定自衛官
個々人の退職後の人生設計を左右するものであること等から部外委託の実行可能性について慎重
に検討する必要があるため、調査研究等を実施して民間企業の再就職支援能力を把握し、分析・
評価した上で部外委託の可能性を検討することとしている。

自衛隊地方連絡部は、自衛隊法第29条の規定に基づき、自衛官
の募集等の事務を行っているところである。

ー ー
「自衛隊後方支援
事業」

1.自衛隊地方連絡部の業務
①募集業務
②援護業務
③広報業務
④その他総務及び連絡等の業務

2.就職援護及び自動車教習等資格教育
①退職前の再就職のための教育
②自動車教習所の資格取得教育
③その他関連業務・教育

3.駐屯地等業務隊、後方支援等の業務
①防衛弘済会等へ委託している業務（売店・食器洗い等）
②駐屯地施設管理（ボイラー・浴室等）
③演習場管理
④自動車整備工場
⑤その他関連業務

1.現状
①米英他諸外国（タイ等の一部アジア諸国も含む）では、採
用、広報、就職援護、輸送、車両整備、警備及び施設管理、給
与支払い、予備役管理・訓練、特殊教育訓練など多岐にわたり
アウトソ-シングが行われている。
②殆どの地方自治体において募集等業務の責任及び協力は有名
無実化している。
③地方連絡部、業務隊他の後方支援業務に多くの自衛官が従事
している。
④自衛隊は現在、組織がピラミット型になっておらず「幹部・
曹」の比率が高く人件費が上昇し、また、これにより「士」ク
ラスの採用が抑制されている。よって、新規採用者の競争倍率
は依然高く、高学歴化し、高卒等若年層の雇用機会を制限する
結果になっている。
⑤自衛官の退職後の就職先の援護活動は十分とはいえない。
⑥予備自衛官等の社会的認知度、質の向上等がされておらず放
置されている。

2.メリット
①後方支援にあたる自衛官及び事務官等を減らし、実働部隊に
自衛官をシフトすることによるリストラクチャリングにより防
衛費（人件費等）を削減できるとともに、人材を活性化し、受
け皿・緩衝組織として機能できる。
②ピラミット型組織への改革を後押しし、若年層の雇用機会を
広げられる。

c,d

（防衛庁）
２．①　退職前の再就職のための教育

　防衛庁は、一般の公務員より若年で退職する自衛官を対象として、技能訓練、自動車操縦訓練、業務
管理教育等円滑な再就職に必要な教育訓練を行っているところであるが、このうち通常の教育訓練に用
いられる自衛隊の施設、器材、要員等を活用して実施できるものについては、経済的効率の観点からこ
れらを有効活用して実施しており、民間委託することは適当でないと考えている。他方、そうでないものに
ついては、都道府県若しくは雇用能力開発機構が設置する職業能力開発校又は民間企業等が都道府
県知事の認可を得て設置する職業訓練認定校（自動車教習等の資格教育については、民間の自動車学
校等）に委託している。具体的には、昭和42年から一部の技能訓練（自動車整備、電気通信技術、施設
機械等運転、情報処理技術等）を、昭和45年から一部の業務管理教育（社会経済情勢、労働情勢、社会
保険実務、衛生管理等に関する教育）を、昭和48年から一部の自動車操縦訓練を、平成８年から主要駐
屯地等における進路相談を、それぞれ部外委託している。

左のとおり、通常の教育訓練に用いられる自衛隊の施設、器
材、要員等を活用して実施できるものについては、民間への委
託は適当ではない。

ー ー

③予備自衛官等の活用により柔軟性を確保するとともに、予備
自衛官等の拡充により将来的な少子化・若者不足に対応する手
段となる。
④民意を吸収しやすくなることにより、シビリアンコントロー
ル作用がさらに働き、また有事法制下等の民間協力の土壌を育
成する。
⑤将来的には、技術者等をPKO活動等へ派遣する人材ソース・
パイプとなるなどの展開が考えられる。
⑥「安全保障と防衛力に関する懇談会」が先にまとめた報告に
よる、新たな防衛力整備の効率化・合理化、安全保障シンクタ
ンクの育成、人事施策等を後押しすることができる。

ｃ

（防衛庁）
２．②　自動車教習所の資格取得教育
　自衛隊においては、陸海空自衛隊が管理運営する部隊等に設置された自動車教習施設において
自衛官の教習指導員による厳重な監督の下、教習を行っており、教習の教官は、自衛隊の指揮系
統のもとで、一般的な車両の教習のみならず、自衛官としての基本動作等を含めた自衛隊の任務
遂行に必要な識能を合わせて教育している。
　さらに、自衛隊の大型車両には、自衛隊特有の装置（全輪駆動、管制灯火灯等）が付加されて
おり、これらの取扱いについても自衛隊の教習施設における自衛官の教習指導員による教習が必
要である。また、有事、災害派遣等においては所要の任務が割り当てられることも想定されてい
る。
　なお、民間で大型免許を取得する場合は、普通自動車免許取得後２年以上の経験を要するのに
対し、自衛官の場合は、その任務の特殊性から道路交通法及び同法施行令に基づき、１９歳で直
接大型免許を取得できる特例を有している。
　車両化が進んでいる自衛隊において所要の車両操縦士を確保することは極めて重要であり、新
隊員を早期に車両操縦士として戦力発揮させるために本特例は必要不可欠である。
　また、この特例は、公安委員会から認定を受けた自衛隊の自動車教習施設において教習を受け
る自衛官にのみ適用されるものであり、民間の教習所においてはこの特例は適用されない。
　従って、本事業は市場化テストの対象とすることは適当ではないと考えている。

道路交通法第８５条第６項
大型免許を受けた者で、２０歳に満たない者は第２項の規定に係わ
らず、大型自動車（政令で定めるものを除く。）を運転することはでき
ない。
同施行令第３２条の３
法第８５条第６項の政令で定める者は、自衛隊用自動車で、自衛官
が運転しているものとする。
道路交通法第８８条
次の各号のいずれかに該当する者に対しては、第１種免許又は第２
種免許を与えない。
第１項第１号
大型免許にあっては２０歳（政令で定める者にあっては、１９歳）
に、・・・それぞれ満たない者
同施行令第３２条の７
法第８８条第１項第１号及び第２項の政令で定める者は、自衛官とす
る。
道路交通法第９６条
第８８条第１項各号のいずれかに該当する者は、第１種免許の運転
免許試験を、同条第２項に規定する者は仮免許の運転免許試験を受
けることができない。
２　大型免許の運転免許試験を受けようとする者（政令で定める者を
除く。）は、普通免許又は大型特殊免許を現に受けている者に該当
し、かつ、当該のいずれかの免許を受けていた期間が通算して２年
以上の者でなければならない。
同施行令第３４条
法第９６条第２項の政令で定める者は、自衛隊の自動車の運転に関
する教習を行う施設において大型自動車の運転に関する教習を終了
した自衛官とする。

ー ー

ｄ,e

（防衛庁）
３．①委託業務

（売店業務）
　防衛庁の駐屯地等に置かれる売店については、国の事業ではなく、財務省の認可法人である共済組
合が、国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）第９８条第１項第６号に基づき、組合員の需要
する生活必需物資の供給を行っている。
　なお、売店については共済組合も民間企業等に委託しているものが大半である。

（食器洗い等）
　隊員の処遇改善の観点から、昭和４８年度から予算化され、じ後、逐次実施範囲を拡大し、現在は全国
の駐屯地・基地において、部隊給食後の食器洗浄及び食堂等の清掃業務を民間委託している。

ー ー ー ー

c,d

（防衛庁）
３．②駐屯地施設管理（ボイラー・浴室等）、③演習場管理
　「管理」の内容が必ずしも明らかではないが、いわゆるアウトソーシングについては、例え
ば、ボイラー、空調及び集中監視制御システム等の保守点検、庁舎等清掃、防災監視、面会受
付、演習場管理等については、既に一部の駐屯地等において民間委託を実施しているところ。こ
れら以外の分野については、有事等の際の対応、秘密保全等から民間への委託が不適当な場合を
除き民間への委託の可能性を検討することとしている。

有事等の際の対応、秘密保全等から民間への委託は不適当。 ー ー

c,d

（防衛庁）
３．④　自動車整備工場

自衛隊は、有事に対応し、我が国の平和と独立を守り国の安全を保つことを主たる任務としてい
る組織である。このような自衛隊の任務を遂行するためには、装備品等の維持・修理を所用に応
じ確実に行うことが必要であるが、有事がその性質上、戦闘行為が行われる蓋然性が高い事態で
あることからすれば、そのような事態において、民間事業者による役務の提供を常に期待し得る
ものではないと考える。自衛隊の保有する防衛戦闘車両の維持・整備についても、自衛隊の各部
隊において、有事に必要とされる期間に戦闘を継続するため、間断のない兵站が必要とされる場
合には、自隊の保有する防衛専用車両を自ら整備できる自己完結能力を有することとしている。
このため、平素から、車両の点検・整備等は、各部隊で実施することが必要であり、これら車両
整備の民間への委託は適当ではないと考える。他方、保有する車両を自ら整備できる自己完結能
力を有する必要がない場合には、既に車両整備の民間委託を実施しているところであり、この点
を踏まえ、更なる民間への委託の可能性について検討することとしている。

有事の際に民間事業者による役務の提供を常に期待し得るもの
ではない。

ー ー

該当する資料の存在の有無等を確認中であり、現時点で
はお答えすることはできない。なお、既に公開されてい
るデータ等については、開示することは可能である。

該当する資料の存在の有無等を確認中であり、現時点で
はお答えすることはできない。なお、既に公開されてい
るデータ等については、開示することは可能である。
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２―６ e

（総務省）
　行政相談業務は、行政苦情１１０番を始めとする全国の窓口において、相談を申し出た方の苦
情等を、個々に受け付け解決する業務である。相談を受け付けた場合は、個別に相談内容を把握
し、関係行政機関等に照会、あっせんすることにより、個別に苦情等を解決することを主眼とし
ている。また、単に相談を電話受付するだけではなく、関係行政機関等への照会・あっせん結果
の相談者に対する回答までを責任を持って一貫して行うものである。したがって、本事業提案者
が前提とするように、苦情を「国民の声」として、広く一般的に聴いてその内容を分析、報告す
る性格のものではなく、国の行政相談制度について、事実誤認があるのではないかと考えられ
る。
　なお、行政評価局への問い合わせ受付業務（電子メール）については、確かに行政評価局にお
いて「国民の声」を受け付けているが、実態として、現在、行政評価局のホームページ上で受け
付けている意見等の件数は、月に数件程度であり、相当量の「国民の声」を集め、分析・報告す
るような業務ではなく、その点に事実誤認があると考えられる。

「行政評価事業」

「現在総務省行政評価局が実施している下記の行政評価事業」
①「行政苦情110番」；行政評価苦情受付業務（電話）
※なお、民間へ業務委託を行なう際に、問い合わせる国民の便益を考慮して、
8：30～17：00までの対応時間を最終的に最大24時間対応まで拡大して対応する
ことができる。
②「行政評価局へのご意見、お問合せのコーナー」；行政評価局への問い合わ
せ受付業務（電子メール）
③政策評価業務；上記２業務により収集できる「国民の声」の分析ならびに結
果のレポーティング業務

「現行の行政評価事業の問題点」
・職員が正社員または契約社員中心であるため人件費が高い
・行政評価対象地域の住民と密着しきれていないため、行政を
改善すべき点の優先順位づけが難しい（些細な事柄でも住民に
とって緊急を要する事柄に対し、その重要度合いがわかりにく
い）
「本提案による改善点」
・職員に行政評価対象地域住民をアルバイトとして積極活用す
るので、人件費が抑制できる
・行政評価対象地域住民を職員として採用するので、地域事情
に精通した“専門家”が、精度の高い行政改善点の優先順位付
けをすることができる。

２―７ Ｃ

（総務省）
 １　選挙啓発は、公職選挙法第６条に、総務大臣、中央選挙管理会、都道府県の選挙管理委員会
及び市区町村の選挙管理委員会等の責務として規定されている。選挙の際における投票の方法、
選挙違反、その他選挙に関し必要な事項を選挙人に周知徹底させることは、もとより選挙管理機
関として本来の責務である。投票率を向上させるためには、政党や候補者が争点を明確にし、活
発な選挙運動を行って国民に訴えていくことが基本と考えられ、さらには投票率には候補者の数
や選挙当日の天候・争点など様々な要因が総合的に影響するものと言われており、その具体的効
果が見えにくいものであるが、総務省における選挙啓発は、投票率向上のための企画案を複数の
広告代理店から募集し、一番良い企画を提出した広告代理店とパートナー方式により一から検討
を重ねており、指摘のあった「自由な発想が期待できる民間組織による創意工夫」は既に鋭意取
り入れているところ。なお、選挙啓発に際しては、関係省庁や地方団体との密接な連携が不可欠
であるが、これらの連携は民間団体では困難と思われる。

２　選挙啓発は、候補者等の選挙運動に影響することはあってはならない。このため、選挙啓発
を実施する団体は不偏不党の立場になくてはならないが、その中立性の担保は極めて困難であ
る。なお、現在、選挙啓発の一部を（財）明るい選挙推進協会に委託しているが（なお、当該団
体に補助金を交付しているとの指摘は事実誤認）、当該団体は昭和２７年の公明選挙運動に端を
発し、以来中立不偏の立場を厳守しながら民間団体との連携の下、選挙啓発を実施している唯一
の団体であり、また、総務省所管の公益法人であることから、中立性を担保しているものと認め
られているところである。また、当該団体が広告代理店等に再委託しているとの指摘であるが、
当該団体は広告代理店等の意見を取り入れつつも、自体が主体となって実施しており、民間団体
が直接選挙啓発を実施することとは性質が異なるもの。

選挙啓発事業は、公職選挙法第６条において総務大臣、中央選
挙管理会、都道府県の選挙管理委員会及び市町村の選挙管理委
員会の責務として規定されている。
 なお、公職選挙法施行令第１３３条は総務大臣又は中央選挙管
理会が常時啓発事業を委託する際の規定であり、民間団体によ
る選挙啓発を妨げているものではない。

選挙啓発事業
常時啓発・臨時啓発・国民運動推進（選挙浄化）

１．国政・地方選挙を問わず投票率の長期低迷傾向に対し、有
権者の立場から見ると、現行の選挙啓発事業は効果をあげてい
ない。その事業内容は、有権者の投票選択に資する情報に乏し
い選挙公報や旧態依然としたティッシュ配布など、有権者の視
点が欠ける上、その意識変化にも対応していない。よって、前
例踏襲に陥りがちな行政によらず、自由な発想が期待できる民
間組織による創意工夫が必要。選挙啓発活動を行っているＮＰ
Ｏやコンサルティング会社等に門戸を開けば、選挙公報や
ティッシュ配布など旧態依然とした手法以外に、新しい形態で
の情報提供や公開討論会を開催するなど有権者のニーズに即し
た選挙啓発活動の余地が生まれる。その結果、投票率向上も期
待できる。

２．左記事業の一部は民間法人である「明るい選挙推進協会」
が補助金を受けて受託している。その年間収入1,155,699 千円
のうち、78%＝898,786 千円が総務省からの補助金・委託費等
（１5年度明るい選挙推進委託事業）。また、再補助・再委託
等の割合は86.9％で、広告代理店・運送会社・印刷会社が受託
している。つまり、実質的に民間企業が事業のほとんどを行っ
ている。従って、実質的に民間事業者が行っている事業に行政
が介在する余地は無い。
また、同協会が独占的に受注している実態も問題が大きい。門
戸は広く、そして受注手続きは透明性を確保すべき。

３　選挙啓発に際し、公職選挙法第６条第１項の趣旨に著しく反した行為は選挙の無効原因とな
りうるものと解されている（昭28.6.1東京高裁判決等）。本来の選挙啓発ができなかったことに
より、例えば、参政権を行使できなかった等の選挙争訟が起きれば、選挙無効にもなりかねない
ことも考えられる。結果によっては再選挙となり、莫大な費用、労力、時間等を要することにな
るとともに、有権者への信用失墜にも繋がることになる。このことから、選挙啓発はこうした事
態にならないよう公正・中立に実施する必要があるとともに、万が一こうした事態が発生した場
合にも対応できる体制や信用等が必要であるが、民間団体にこれらを求めるのは現実的ではな
い。"

２―８ b

（法務省）
【司法試験関係】
（モデル事業として実施できない理由）
司法試験法の一部改正により，新たな司法試験が平成１８年度から実施されるため，現在，同試
験の実施業務の内容等について，検討を行っているところである。
（検討の状況及び今後の具体的な方針）
司法試験委員会が直接実施すべき業務（問題作成，採点等）以外の業務について，民間委託を行
うことを検討している。
（実施予定時期）
未定
（その時期となる理由）
現在，新たな司法試験の実施業務の内容等について，検討を行っているところである。

特になし

未定（現在，新たな司法試験
の実施業務の内容等につい
て，検討を行っているところ
である。）

（開示する情報）
未定（業務の内容，費用等）

（実施予定時期）
未定

（その時期となる理由）
現在，新たな司法試験の実施業務の内容等について，検
討を行っているところである。

－
各府省が実施して
いる国家資格試験
関連事務

各府省が実施している国家資格試験の関連事務（広報、受付、会場・人員手配
等）　　　　　　　　　　　　　　対象：法務省（司法試験、司法書士試験、
土地家屋調査士試験）、金融庁（公認会計士試験）、特許庁（弁理士試験）

国家試験の実施に係る広報・受付・会場・人員手配等の事務
は、裁量の余地のない定型的事務といえます。これらの試験関
連事務を民間に委託することにより、試験運営コストを大幅に
削減し、国民の受験料･検定料負担の軽減を図ることが期待で
きます。

b

（法務省）
【司法書士，土地家屋調査士試験関係】
（モデル事業として実施できない理由）
　市場化になじむかどうかを含めた検討を行う必要がある上，平成１７年度における試行的導入
は，既に平成１７年度試験の各種作業を開始している上，年度前半にかなりの作業が集中するこ
とから，日程的に困難である。
（検討の状況及び今後の具体的方針）
　国家試験については，年に１度実施されるものであるところ，この実施に不手際があった場合
には，受験者に取り返しのつかない損害を及ぼすこととなるため，市場化テストの対象とするか
どうかについては，市場化することができるかどうかを含め，慎重に検討したい。
（実施予定時期）
　未定
（その時期となる理由）
　今回，新たに，市場化になじむかどうかを含めた検討を開始するため，実施予定時期について
は，未定である。

なし
未定（今後，市場化の可否を
含め，検討に着手するため，
現段階では未定である。）

＜開示する情報＞本業務を実施する直接的・間接的費用
（活動基準原価計算等の考え方を用いて算出したもの）
＜実施予定時期＞未定
＜その時期となる理由＞算出に時間を要するため

なし

ＤおよびＣ

（金融庁）
公認会計士試験の関連事務については以下のとおり。
・広報について、現在試験に関する広報としてはホームページへの掲載手続きを民間業者へ委託
しているが、それ以外に特に民間業者への委託は行っていない。
・受付については、受験者から提出される試験科目の免除申請や実務経験を満たしたことの報告
書の受理時における提出書類の審査において、試験科目の免除の要件を満たすかどうか、また、
実務経験を満たしたことを確認できるかどうかを個別のケースに応じて判断する必要があり、民
間への委託は不適当である。
・人員手配について、試験会場での立会補佐官はすでに民間の派遣業者を活用している。

公認会計士試験は、公認会計士・監査審査会がこれを行うこと
とされている。（公認会計士法第15条）
公認会計士は、監査及び会計の専門家として、独立した立場に
おいて、財務書類その他の財務に関する情報の信頼性を確保す
ることにより、会社等の公正な事業活動、投資者及び債権者の
保護等を図り、もって国民経済の健全な発展に寄与することを
使命としており（公認会計士法第１条）、その意味から公認会
計士のみが行うことのできる監査証明業務は、極めて公的な性
格を有し、その資格の付与については、厳正かつ公正に行われ
る必要があるため、公的な機関である公認会計士・監査審査会
が責任をもって実施していく必要がある。

提案事項については、民間へ委託済みあるいは民間への
委託が不適当であることから、本業務に要する直接的間
接的費用の情報の開示は必要ないと考える。

ｂ
（金融庁）
・会場の手配については民間に委託することも考えられる。

公認会計士試験は、公認会計士・監査審査会がこれを行うこと
とされている。（公認会計士法第15条）
公認会計士は、監査及び会計の専門家として、独立した立場に
おいて、財務書類その他の財務に関する情報の信頼性を確保す
ることにより、会社等の公正な事業活動、投資者及び債権者の
保護等を図り、もって国民経済の健全な発展に寄与することを
使命としており（公認会計士法第１条）、その意味から公認会
計士のみが行うことのできる監査証明業務は、極めて公的な性
格を有し、その資格の付与については、厳正かつ公正に行われ
る必要があるため、公的な機関である公認会計士・監査審査会
が責任をもって実施していく必要がある。

・官民間の競争条件均一化措
置として実施する事項、実施
予定時期については、市場化
テストの対象とすべきかどう
かという点も含めて検討する
必要があり、現段階において
は提案事項への対応は不可能
である。

・直接的間接的費用の開示に当たっては正確にコストを
捕捉する必要があるが、平成18年より新制度での試験が
実施されることに伴い、会場手配にかかる業務量等の算
定が難しく、当該事業に関する費用を正確に積算するこ
とが困難と考えられるため、当該費用を開示することは
適当でないと考える。

e

（経済産業省）
弁理士試験は、工業所有権審議会が試験を行うよう法定されている（弁理士法第１２条第１項）が、これ
は、国家試験である弁理士試験の運営の公正性・中立性の確保、試験事務の適正かつ確実な実施が必
要であるからである。
この現行制度において、公正性・中立性の確保、試験事務の適正かつ確実な実施に影響がないと判断
される業務を委託することを妨げるものではなく、既に、受験願書の電子化等の民間委託を行っている。
今後とも、試験の公正性・中立性の確保、試験事務の適正かつ確実な実施の範囲内で更に民間委託の
範囲を拡大する予定。
＜民間委託予定業務＞
・試験会場の確保及び試験当日の会場設営（１７年度の試験会場については既に手配済み）
・試験当日の監督補助員の確保及び試験監督補助員業務
以上２業務については、民間委託の方向で、検討を進めている。

－ － － －
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２―９ ｄ
（国土交通省）
国土交通省が行う福利厚生事業については、健康診断の実施、健康管理の記録及びメンタルヘル
ス対策等、既に外部委託を実施している。

福利厚生事業
国等（各府省の内部部局、外局、地方支分部局に加え、独立行政法人、特殊法
人等を含む。）各省庁等が独自に行っている福利厚生事業。
（ 国土交通省・文部科学省・法務省・厚生労働省）

既に一部の中央省庁では実施している福利厚生アウトソーシン
グを活用することにより下記効果あり。さらに各地方支分部局
や各地域の行政との連携により地域における福利厚生メニュー
の開発をすることで、地域活性化が副次的な効果をあげること
ができる。
＜福利厚生アウトソーシング効果（一例）＞
●多様化する職員又は共済組合員のニーズへの対応が可能
（一定の経費枠で多彩な福利厚生サービス提供が可能）
●煩雑な事務作業の軽減
（予約受付代行、補助金管理、情報告知等）
●システムインフラの提供
（補助金管理システムによる精算代行、認証システム等）
●地域間格差の是正
⇒地域毎の福利厚生メニューを開発することで各省庁、行政が
関わっている「地域活性化事業」とも繋がることとなる。

ｃ、ｄ

（文部科学省）
　現行制度上特段の規制は設けておらず、民間事業者の参入は既に法人の判断により可能となっ
ています。
　なお、福利厚生事業については、既に合理的・効果的にアウトソーシングを行っている共済組
合もあります。
　また、法人制度の趣旨に鑑み、民間委託の是非やその範囲等については当該法人が自律的に判
断すべきことであり、市場化テストの趣旨には馴染まないものと考えます。

b

（法務省）
【モデル事業として実施できない理由】
１　費用対効果につき検証に着手していない。
２　現在実施している事業の廃止又は継続につき検討が必要。
３　組合員のニーズの把握ができていない。
【検討主体及び検討状況】
　検討主体は法務省共済組合であるが，現在は未検討の状態。
【今後の方針及び実施予定時期】
　現在は，委託に要する経費を確保するに至っておらず，個別具体的な案件を精査・検討の上，
組合員の合意を得ることが必要であり，それにより，実施の可能性が考えられる。

特になし 特になし 現行の福利厚生事業にかかる費用については，開示可能
福利厚生事業（共済組合にかかる業務に限る）の監督官
庁は，財務省である。

d

（厚生労働省）
共済組合の福祉事業については、一部の府省において、既に民間委託している事例があることも
あり、民間事業者の算入を阻害しているとは考えていない。
また、当省の共済組合の福祉事業についても、費用対効果等を考慮した上で、その一部を既に民
間委託していることから、改めて「市場化テストの民間提案事項」として選定・実施をする必要
はないものと考えている。

― ― ― ―

２―１０ ｂ

（外務省）
現在、アジア福祉教育財団（難民事業本部）に委託して実施している難民支援事業のメインの事
業であるインドシナ難民定住支援事業は、平成１７年度末をもって終了することになっており、
現在、外務省及びアジア福祉教育財団（難民事業本部）では調整を図りながら、平成１７年度末
のインドシナ難民定住支援事業の円滑な終了に向け所要の作業を行っている状況にある。
また、インドシナ難民定住支援事業の終了に向けた作業と併せ、平成１８年度以降の難民支援の
具体策について外務省では、「平成１８年度以降の難民に対する定住支援策の具体的措置につい
て」（平成１５年７月２９日付内閣難民対策連絡調整会議決定）に基づき検討を重ねており、同
決定において、関係行政機関は、定住支援措置の外部委託に当たっては、アジア福祉教育財団を
はじめ難民支援関係民間団体のノウハウ（技術的知識、経験又はそれらの蓄積）の活用を図るよ
う努めるとされていることから、現在、アジア福祉教育財団（難民事業本部）での委託業務実施
にあたり、民間支援団体にも部分的に参画いただき、経験作り・実績作りに役立てていただいて
いるところである。

「インドシナ難民対策の拡充・強化について」（昭和５４年７
月１３日付閣議了解）においてインドシナ難民に対する具体的
な定住支援策（日本語教育、職業訓練、職業紹介等）の実施が
決定され、この閣議了解を受けた「アジア福祉教育財団に対す
る定住促進事業の委託について」（昭和５４年１０月５日付内
閣インドシナ難民対策連絡調整会議決定）により、インドシナ
難民に対する定住支援はアジア福祉教育財団（難民事業本部）
に業務委託して実施することとされている。
また、難民行政監察による勧告（昭和５７年７月）により、難
民認定申請中の者で衣食住に欠ける等保護を必要とする者に対
し必要な援護を行うことという勧告がなされ、翌年から外務省
が予算措置の上、難民認定申請者に対する保護措置を実施し、
平成７年度からアジア福祉教育財団（難民事業本部）に業務を
委託している。
さらに、「難民対策について」（平成１４年８月７日付閣議了
解）において従来からインドシナ難民に対して実施している定
住支援を、条約難民に対しても実施することとされ、この閣議
了解を受けた「条約難民に対する定住支援策及び難民認定申請
者への支援に関する当面の具体的措置について」（平成１４年
８月７日付内閣難民対策連絡調整会議決定）により、定住支援
策はアジア福祉教育財団（難民事業本部）に業務委託して実施
することとされている。
なお、平成１８年度以降の難民支援について、外務省では「平
成１８年度以降の難民に対する定住支援策の具体的措置につい
て」（平成１５年７月２９日付内閣難民対策連絡調整会議決
定）に基づき検討を重ねており、同決定において、関係行政機
関は、定住支援措置の外部委託に当たっては、アジア福祉教育
財団をはじめ難民支援関係民間団体のノウハウ（技術的知識、
経験又はそれらの蓄積）の活用を図るよう努めるとされている
ことから、現在、アジア福祉教育財団（難民事業本部）での委
託業務実施にあたり、民間支援団体にも部分的に参画いただ
き、経験作り・実績作りに役立てていただいているところであ
る。

平成１８年度以降の難民支援
について、外務省では「平成
１８年度以降の難民に対する
定住支援策の具体的措置につ
いて」（平成１５年７月２９
日付内閣難民対策連絡調整会
議決定）に基づき検討を重ね
ており、同決定において、関
係行政機関は、定住支援措置
の外部委託に当たっては、ア
ジア福祉教育財団をはじめ難
民支援関係民間団体のノウハ
ウ（技術的知識、経験又はそ
れらの蓄積）の活用を図るよ
う努めるとされていることか
ら、現在、アジア福祉教育財
団（難民事業本部）での委託
業務実施にあたり、民間支援
団体にも部分的に参画いただ
き、経験作り・実績作りに役
立てていただいているところ
である。

平成１６年度、外務省のアジア福祉教育財団（難民事業
本部）に対する委託費予算は、６３９，７７０千円であ
り、この委託費のほか定住支援を実施している国際救援
センターの土地借料予算２１１，８５３千円がある。な
お、国際救援センターは平成１７年度末をもって閉所す
る予定である。

平成１８年度以降の難民支援について、外務省では「平
成１８年度以降の難民に対する定住支援策の具体的措置
について」（平成１５年７月２９日付内閣難民対策連絡
調整会議決定）に基づき検討を重ねており、同決定にお
いて、関係行政機関は、定住支援措置の外部委託に当
たっては、アジア福祉教育財団をはじめ難民支援関係民
間団体のノウハウ（技術的知識、経験又はそれらの蓄
積）の活用を図るよう努めるとされていることから、現
在、アジア福祉教育財団（難民事業本部）での委託業務
実施にあたり、民間支援団体にも部分的に参画いただ
き、経験作り・実績作りに役立てていただいているとこ
ろである。

政府開発援助イン
ドシナ難民等救援
業務

現在、外務省が財団法人アジア福祉教育財団難民事業本部に委託して実施して
いる難民支援事業

現在の外務省が随意契約により、一貫して財団法人アジア福祉
教育財団難民事業本部のみが事業の実施主体となっているが、
これを民間のNPO等知見と経験を有する団体が実施することに
より、コストの削減、難民へのサービスの拡充といった点で改
善が図りえると考えられるため。

２―１１ ｂ

（外務省）
現在、アジア福祉教育財団（難民事業本部）に委託して実施している難民支援事業のメインの事
業であるインドシナ難民定住支援事業は、平成１７年度末をもって終了することになっており、
現在、外務省及びアジア福祉教育財団（難民事業本部）では調整を図りながら、平成１７年度末
のインドシナ難民定住支援事業の円滑な終了に向け所要の作業を行っている状況にある。
また、インドシナ難民定住支援事業の終了に向けた作業と併せ、平成１８年度以降の難民支援の
具体策について外務省では、「平成１８年度以降の難民に対する定住支援策の具体的措置につい
て」（平成１５年７月２９日付内閣難民対策連絡調整会議決定）に基づき検討を重ねており、同
決定において、関係行政機関は、定住支援措置の外部委託に当たっては、アジア福祉教育財団を
はじめ難民支援関係民間団体のノウハウ（技術的知識、経験又はそれらの蓄積）の活用を図るよ
う努めるとされていることから、現在、アジア福祉教育財団（難民事業本部）での委託業務実施
にあたり、民間支援団体にも部分的に参画いただき、経験作り・実績作りに役立てていただいて
いるところである。

「インドシナ難民対策の拡充・強化について」（昭和５４年７
月１３日付閣議了解）においてインドシナ難民に対する具体的
な定住支援策（日本語教育、職業訓練、職業紹介等）の実施が
決定され、この閣議了解を受けた「アジア福祉教育財団に対す
る定住促進事業の委託について」（昭和５４年１０月５日付内
閣インドシナ難民対策連絡調整会議決定）により、インドシナ
難民に対する定住支援はアジア福祉教育財団（難民事業本部）
に業務委託して実施することとされている。
また、難民行政監察による勧告（昭和５７年７月）により、難
民認定申請中の者で衣食住に欠ける等保護を必要とする者に対
し必要な援護を行うことという勧告がなされ、翌年から外務省
が予算措置の上、難民認定申請者に対する保護措置を実施し、
平成７年度からアジア福祉教育財団（難民事業本部）に業務を
委託している。
さらに、「難民対策について」（平成１４年８月７日付閣議了
解）において従来からインドシナ難民に対して実施している定
住支援を、条約難民に対しても実施することとされ、この閣議
了解を受けた「条約難民に対する定住支援策及び難民認定申請
者への支援に関する当面の具体的措置について」（平成１４年
８月７日付内閣難民対策連絡調整会議決定）により、定住支援
策はアジア福祉教育財団（難民事業本部）に業務委託して実施
することとされている。
なお、平成１８年度以降の難民支援について、外務省では「平
成１８年度以降の難民に対する定住支援策の具体的措置につい
て」（平成１５年７月２９日付内閣難民対策連絡調整会議決
定）に基づき検討を重ねており、同決定において、関係行政機
関は、定住支援措置の外部委託に当たっては、アジア福祉教育
財団をはじめ難民支援関係民間団体のノウハウ（技術的知識、
経験又はそれらの蓄積）の活用を図るよう努めるとされている
ことから、現在、アジア福祉教育財団（難民事業本部）での委
託業務実施にあたり、民間支援団体にも部分的に参画いただ
き、経験作り・実績作りに役立てていただいているところであ
る。

平成１８年度以降の難民支援
について、外務省では「平成
１８年度以降の難民に対する
定住支援策の具体的措置につ
いて」（平成１５年７月２９
日付内閣難民対策連絡調整会
議決定）に基づき検討を重ね
ており、同決定において、関
係行政機関は、定住支援措置
の外部委託に当たっては、ア
ジア福祉教育財団をはじめ難
民支援関係民間団体のノウハ
ウ（技術的知識、経験又はそ
れらの蓄積）の活用を図るよ
う努めるとされていることか
ら、現在、アジア福祉教育財
団（難民事業本部）での委託
業務実施にあたり、民間支援
団体にも部分的に参画いただ
き、経験作り・実績作りに役
立てていただいているところ
である。

平成１６年度、外務省のアジア福祉教育財団（難民事業
本部）に対する委託費予算は、６３９，７７０千円であ
り、この委託費のほか定住支援を実施している国際救援
センターの土地借料予算２１１，８５３千円がある。な
お、国際救援センターは平成１７年度末をもって閉所す
る予定である。

平成１８年度以降の難民支援について、外務省では「平
成１８年度以降の難民に対する定住支援策の具体的措置
について」（平成１５年７月２９日付内閣難民対策連絡
調整会議決定）に基づき検討を重ねており、同決定にお
いて、関係行政機関は、定住支援措置の外部委託に当
たっては、アジア福祉教育財団をはじめ難民支援関係民
間団体のノウハウ（技術的知識、経験又はそれらの蓄
積）の活用を図るよう努めるとされていることから、現
在、アジア福祉教育財団（難民事業本部）での委託業務
実施にあたり、民間支援団体にも部分的に参画いただ
き、経験作り・実績作りに役立てていただいているとこ
ろである。

政府開発援助イン
ドシナ難民等救援
業務

現在、外務省が財団法人アジア福祉教育財団難民事業本部に委託して実施して
いる難民支援事業

現在の外務省が随意契約により、一貫して財団法人アジア福祉
教育財団難民事業本部のみが事業の実施主体となっているが、
これを民間のNPO等知見と経験を有する団体が実施することに
より、コストの削減、難民へのサービスの拡充といった点で改
善が図りえると考えられるため。
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２―１２ c

（国税庁）
１．国税債権は、①公共サービスの提供に必要な資金を調達することを目的とし、②これに関連
して一方的・権力的課徴金の性質をもち、③特別の給付に対する反対債権の性質を持たないとい
う特性がある。このため、国税の徴収は、国税徴収法の規定に基づき、国税職員による家屋の捜
索や財産の差押え等の自力執行権の下で行っており、民間の債権回収と自ずと異なっている。こ
のため、官と民を競争させる市場化テストの対象とすることはなじまないと考える。

２．滞納整理に当たっては、個々の滞納者の実情を応じた処理（納付計画の指導及びその履行監
視、質問検査権の行使、捜索・差押えの着手等）の見極めを行うとともに、時期を逸することな
く、公権力の行使を含む臨機の措置をとっているところであり、公権力の行使とそれ以外の部分
は一体不可分であり、当該部分のみを切り離し市場化テストの対象とすることはなじまないと考
えられる。

３．国税の徴収事務を民間に委託する場合の問題点としては、以下の点が考えられる。
（１）受託企業に納税者の取引・財産に関する情報など守秘性の極めて高い個人情報を提供する
とした場合、納税者等からの情報提供など調査徴収事務への協力が得られにくくなるといった、
税務行政面に対し重大な影響を及ぼすおそれがある。
また、受託企業が民間企業であるが故に、納税者が徴収に必要な自らの個人情報を受託企業に開
示しないことも考えられる。
（２）受託会社やその関係法人等の保有債権と国税債権が競合した場合、利益相反になる。
（３）民間企業であるが故に利潤を追及し、徴収しやすい納税者の徴収を優先し事実関係が複雑
で処理に時間を要する事案等への徴収を後回しにすることが考えられ、公平な徴収が確保されな
いと考えられる。

１．国税徴収法第２条第１１号は「徴収職員」を「税務署長そ
の他国税の徴収に関する事務に従事する職員」としているが、
適正かつ公平な徴収の執行を行うため、「徴収職員」が行うも
のとしたものである。
２．財務省設置法第２０条により、国税庁は内国税の賦課及び
徴収に関する事務をつかさどることとされている。これは、国
税の適正かつ公平な賦課及び徴収を行うには、行政組織である
国税庁が適しているためと考えられる。

・本業務に要する直接的間接的費用や税金徴収について
関連する費用に関する情報として、開示可能な情報な
し。
（理由）滞納整理事務は徴収担当職員だけでなく、課税
担当職員による税務調査等により把握された資料情報等
の活用や課税担当職員等による納付しょうようなど、全
庁的に取り組んでいるところであり、滞納整理事務に係
る費用を抽出・算定することは不可能。
・国税の滞納件数・金額や徴収状況に関する情報として
「租税滞納状況」を随時開示（国税庁ＨＰや国税庁統計
年報書に掲載）している。

国税の徴収に関わ
る事務

現在国税局の集中電話催告センターや各税務署が行っている国税滞納者に対す
る文書・電話による催告事務及び、国税局・税務署が実施している現地調査や
強制換価手続等の支援事務

現在国税局や税務署が行っている国税滞納者に対する文書･電
話催告及び、現地調査や強制換価手続等の支援事務を、専門性
を有する司法書士に委ねることにより、税務行政事務の簡素効
率化とそれに伴う経費削減が実現できます。事務の簡素効率化
によって、悪質・処理困難事案に対する十分な事務量の確保を
図り、全体として効率的・効果的な滞納整理を遂行していくこ
とが可能となります。

（法務省）
　司法書士の業務については，司法書士法第３条において，①
登記又は供託に関する手続について代理すること，②法務局又
は地方法務局に提出する書類を作成すること，③法務局又は地
方法務局の長に対する登記又は供託に関する審査請求の手続に
ついて代理すること，④裁判所又は検察庁に提出する書類を作
成すること，⑤①から④までの事務について相談に応ずるこ
と，及び⑥法務大臣の認定を受けた司法書士については，簡易
裁判所における手続の代理等と定められている。
　これらは，司法書士試験の内容等に照らすと，妥当な業務範
囲であると考えている。

２―１３ c

（国税庁）
１．国税債権は、①公共サービスの提供に必要な資金を調達することを目的とし、②これに関連
して一方的・権力的課徴金の性質をもち、③特別の給付に対する反対債権の性質を持たないとい
う特性がある。このため、国税の徴収は、国税徴収法の規定に基づき、国税職員による家屋の捜
索や財産の差押え等の自力執行権の下で行っており、民間の債権回収と自ずと異なっている。こ
のため、官と民を競争させる市場化テストの対象とすることはなじまないと考える。
２．滞納整理に当たっては、個々の滞納者の実情を応じた処理（納付計画の指導及びその履行監
視、質問検査権の行使、捜索・差押えの着手等）の見極めを行うとともに、時期を逸することな
く、公権力の行使を含む臨機の措置をとっているところであり、公権力の行使とそれ以外の部分
は一体不可分であり、当該部分のみを切り離し市場化テストの対象とすることはなじまないと考
えられる。
３．国税の徴収事務を民間に委託する場合の問題点としては、以下の点が考えられる。
（１）受託企業に納税者の取引・財産に関する情報など守秘性の極めて高い個人情報を提供する
とした場合、納税者等からの情報提供など調査徴収事務への協力が得られにくくなるといった、
税務行政面に対し重大な影響を及ぼすおそれがある。
また、受託企業が民間企業であるが故に、納税者が徴収に必要な自らの個人情報を受託企業に開
示しないことも考えられる。
（２）受託会社やその関係法人等の保有債権と国税債権が競合した場合、利益相反になる。
（３）民間企業であるが故に利潤を追及し、徴収しやすい納税者の徴収を優先し事実関係が複雑
で処理に時間を要する事案等への徴収を後回しにすることが考えられ、公平な徴収が確保されな
いと考えられる。

１．国税徴収法第２条第１１号は「徴収職員」を「税務署長そ
の他国税の徴収に関する事務に従事する職員」としているが、
適正かつ公平な徴収の執行を行うため、「徴収職員」が行うも
のとしたものである。
２．財務省設置法第２０条により、国税庁は内国税の賦課及び
徴収に関する事務をつかさどることとされている。これは、国
税の適正かつ公平な賦課及び徴収を行うには、行政組織である
国税庁が適しているためと考えられる。

・本業務に要する直接的間接的費用や税金徴収について
関連する費用に関する情報として、開示可能な情報な
し。
（理由）滞納整理事務は徴収担当職員だけでなく、課税
担当職員による税務調査等により把握された資料情報等
の活用や課税担当職員等による納付しょうようなど、全
庁的に取り組んでいるところであり、滞納整理事務に係
る費用を抽出・算定することは不可能。
・国税の滞納件数・金額や徴収状況に関する情報として
「租税滞納状況」を随時開示（国税庁ＨＰや国税庁統計
年報書に掲載）している。

遅延債権の徴収
国税、社会保険等の徴収率アップを図りながら業務費用の削減（効率化）を目
的として徴収に関わる調査業務（架電、書類送付等）の実施ノウハウを有する
民間事業者が実施する提案

督促業務に関わる下記の業務について民間事業者の効率的、連
関的な受託を実現したい。
①督促状の送付業務
②架電業務
③不明者の調査業務
④２次督促業務
⑤訴訟、執行手続業務
⑥差押え業務

a

（厚生労働省）
国民年金、厚生年金保険及び政府管掌健康保険の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民
間開放することは困難であるが、国民年金の徴収業務のうち非権力的な電話・戸別訪問による納
付督励業務及び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テストの対象とする。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法、厚生年金
保険法及び健康保険法上はないが、公権力の行使となる業務を
民間委託することについては、法律改正が必要。

― ― ―

２―１４ c

（国税庁）
１．国税債権は、①公共サービスの提供に必要な資金を調達することを目的とし、②これに関連
して一方的・権力的課徴金の性質をもち、③特別の給付に対する反対債権の性質を持たないとい
う特性がある。このため、国税の徴収は、国税徴収法の規定に基づき、国税職員による家屋の捜
索や財産の差押え等の自力執行権の下で行っており、民間の債権回収と自ずと異なっている。こ
のため、官と民を競争させる市場化テストの対象とすることはなじまないと考える。

２．滞納整理に当たっては、個々の滞納者の実情を応じた処理（納付計画の指導及びその履行監
視、質問検査権の行使、捜索・差押えの着手等）の見極めを行うとともに、時期を逸することな
く、公権力の行使を含む臨機の措置をとっているところであり、公権力の行使とそれ以外の部分
は一体不可分であり、当該部分のみを切り離し市場化テストの対象とすることはなじまないと考
えられる。

３．国税の徴収事務を民間に委託する場合の問題点としては、以下の点が考えられる。
（１）受託企業に納税者の取引・財産に関する情報など守秘性の極めて高い個人情報を提供する
とした場合、納税者等からの情報提供など調査徴収事務への協力が得られにくくなるといった、
税務行政面に対し重大な影響を及ぼすおそれがある。
また、受託企業が民間企業であるが故に、納税者が徴収に必要な自らの個人情報を受託企業に開
示しないことも考えられる。
（２）受託会社やその関係法人等の保有債権と国税債権が競合した場合、利益相反になる。
（３）民間企業であるが故に利潤を追及し、徴収しやすい納税者の徴収を優先し事実関係が複雑
で処理に時間を要する事案等への徴収を後回しにすることが考えられ、公平な徴収が確保されな
いと考えられる。

１．国税徴収法第２条第１１号は「徴収職員」を「税務署長そ
の他国税の徴収に関する事務に従事する職員」としているが、
適正かつ公平な徴収の執行を行うため、「徴収職員」が行うも
のとしたものである。
２．財務省設置法第２０条により、国税庁は内国税の賦課及び
徴収に関する事務をつかさどることとされている。これは、国
税の適正かつ公平な賦課及び徴収を行うには、行政組織である
国税庁が適しているためと考えられる。

・本業務に要する直接的間接的費用や税金徴収について
関連する費用に関する情報として、開示可能な情報な
し。
（理由）滞納整理事務は徴収担当職員だけでなく、課税
担当職員による税務調査等により把握された資料情報等
の活用や課税担当職員等による納付しょうようなど、全
庁的に取り組んでいるところであり、滞納整理事務に係
る費用を抽出・算定することは不可能。
・国税の滞納件数・金額や徴収状況に関する情報として
「租税滞納状況」を随時開示（国税庁ＨＰや国税庁統計
年報書に掲載）している。

債権回収事業 国税庁(税務署)が実施している国税未納者に対する回収受託事業

｢国税未納者｣に対する回収対応は、国税庁の職員等の不足もあ
り、思うように進んでいないのが現状だと推察される。この回
収業務を経験豊富な民間サービサーへ委託することにより、大
幅に回収が進むと思われる。例えば、平日はもちろん土曜・日
曜・祝日も平日同様に夜間架電(8時～21時まで)を実施するこ
とにより、未納者との連絡がとれ、支払いにつながっていくと
思われる。

（法務省）
要望管理番号2-4に同じ
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２―１５ c

（国税庁）
（滞納整理関係）
１．受託企業に納税者の取引・財産に関する情報など守秘性の極めて高い個人情報を提供すると
した場合、納税者等からの情報提供など調査徴収事務への協力が得られにくくなるといった、税
務行政面に対し重大な影響を及ぼすおそれがある。
また、受託企業が民間企業であるが故に、納税者が徴収に必要な自らの個人情報を受託企業に開
示しないことも考えられる。
２．滞納整理に当たっては、個々の滞納者の実情を応じた処理（納付計画の指導及びその履行監
視、質問検査権の行使、捜索・差押えの着手等）の見極めを行うとともに、時期を逸することな
く、公権力の行使を含む臨機の措置をとっているところであり、公権力の行使とそれ以外の部分
は一体不可分である。
３．受託会社やその関係法人等の保有債権と国税債権が競合した場合、利益相反になる。
４．民間企業であるが故に利潤を追及し、徴収しやすい納税者の徴収を優先し事実関係が複雑で
処理に時間を要する事案等への徴収を後回しにすることや、滞納者個々の実情を考慮せず一律に
強制処分を執行すること等を防止することを担保する措置を講じることは困難であり、適正かつ
公平な徴収が確保されないと考えられる。
５．国税債権は、①公共サービスの提供に必要な資金を調達することを目的とし、②これに関連
して一方的・権力的課徴金の性質をもち、③特別の給付に対する反対債権の性質を持たないとい
う特性がある。このため、国税の差押え等の滞納処分の執行は、国民の権利義務に直接影響を及
ぼす度合いが極めて強い国家固有の公権力の行使であり、このような事務を市場化テストの対象
とすることはなじまないと考える。
また、提案された国税の徴収の事務についても、他の滞納整理事務と一体として行われているも
のであるため、当該部分のみを切り離し市場化テストの対象とすることはなじまないと考えられ
る。

１．国税徴収法第２条第１１号は「徴収職員」を「税務署長そ
の他国税の徴収に関する事務に従事する職員」としているが、
適正かつ公平な徴収の執行を行うため、「徴収職員」が行うも
のとしたものである。
２．財務省設置法第２０条により、国税庁は内国税の賦課及び
徴収に関する事務をつかさどることとされている。これは、国
税の適正かつ公平な賦課及び徴収を行うには、行政組織である
国税庁が適しているためと考えられる。

・本業務に要する直接的間接的費用や税金徴収について
関連する費用に関する情報として、開示可能な情報な
し。
（理由）滞納整理事務は徴収担当職員だけでなく、課税
担当職員による税務調査等により把握された資料情報等
の活用や課税担当職員等による納付しょうようなど、全
庁的に取り組んでいるところであり、滞納整理事務に係
る費用を抽出・算定することは不可能。
・国税の滞納件数・金額や徴収状況に関する情報として
「租税滞納状況」を随時開示（国税庁ＨＰや国税庁統計
年報書に掲載）している。

「税金収納事業」 「税金の徴収に関する事務」

「税金の徴収について、これを民間が、未納分の回収作業、及
び、カード決済、コンビニ収納といった方式で実施することと
すれば、支払方法の多様化など決済、遅延解消などの点で改善
が図り得る。」

c

（国税庁）
（カード決済・コンビニ納付関係）
１　市場化テストの目的は、公共サービスを官民で競争入札し、価格・質両面で優れた主体が提
供するもと思われるが、提案内容は納付手段の多様化を図るものであり、既存の納付手段をこれ
により廃止するものではないと考えられる。このため、提案内容は市場化テストにはなじまない
と考えられる。

２　また、国税の納付については、金融機関（日銀歳入代理店）又は税務署の窓口で納付書に現
金を添えて納付しなければならないこととされているため、クレジットカードやコンビニエンス
ストアによる納付方法はとりえないことから、市場化テストにはなじまないと考えられる。

３　なお、現行のクレジットカードの仕組みやコンビニエンスストアでの支払いの仕組みを国税
納付に当てはめると、クレジットカードの提示時点と入金時点が相違すること、あるいはコンビ
ニエンスストアでの支払時点と国庫への入金時点が相違することから、提示や支払い時点では納
付にならないことに加え、その間の延滞税などの負担や入金までのリスク、更に手数料の負担な
ど問題が多い。
さらに、国税については、納税者が自ら申告して税額が確定する申告納税制度となっており、地
方税のような賦課課税ではないため、納付書の情報をあらかじめバーコード化できず、バーコー
ドを活用したコンビニエンスストアでの納付は困難である。

　国税通則法第34条により国税の納付については、金融機関
（日本銀行歳入代理店）又は税務署の窓口で現金に納付書を添
えて納付しなければならないこととされているほか、同条によ
り電子納税の利用及び国税通則法第34条の2により振替納税が利
用可能となっている。いずれも法令によって定められており、
クレジットカードでの納付やコンビニエンスストアでの納付は
認められていない。
　また、納税者本人でなく第三者による納付が認められてい
る。

　国税に関しては、全国
42,000箇所の金融機関での納
付が可能であり、また、クレ
ジットカードの利用やコンビ
ニエンスストアでの納付が見
込まれる個人に関しては、振
替納税が7～8割の割合で利用
されている。加えて本年6月
からは全国で電子納税が可能
となり、パソコン、携帯電
話、ＡＴＭで納付ができるよ
う措置したところである。
従って、納税者自身が手数料
等を負担してまで、上記以外
の納付方法を選択するか不明
である。

　国税の収納事務の大部分は、金融機関である日本銀行
代理店又は日本銀行歳入代理店で行われており、費用の
算定困難であることから、開示すべき情報はない。

国税に関しては、全国42,000箇所の金融機関での納付が
可能であり、また、クレジットカードの利用やコンビニ
エンスストアでの納付が見込まれる個人に関しては、振
替納税が7～8割の割合で利用されている。加えて本年6月
からは全国で電子納税が可能となり、パソコン、携帯電
話、ＡＴＭで納付ができるよう措置したところである。

（法務省）
【現行の法規制等の内容について】
　弁護士は基本的人権の擁護と社会正義の実現とを使命とし、
ひろく法律事務全般を行うことを職務とするものとして、わが
国の法律秩序が形成されているのであるが、弁護士法第７２条
は、弁護士でない者が他人の法律事件に介入することを業とす
れば、当事者その他関係人らの利益を損ね、国民の公正な法律
生活を侵害し、ひいては法律秩序を害することになるから、こ
れを禁止するために設けられたものであり、当該規定は、現在
においても合理性、必要性を有する規定と考えている。税金の
徴収に関する事務は法律事件に該当するものである。
　ただし、他の法律に別段の定めがある場合は、この限りでは
ないとしており（弁護士法第７２条後段）、他の法律に定めを
置く場合には、同法自体の改正は必要ないものと思料する。
　また，債権回収会社の取り扱うことのできる対象債権は一定
の範囲内に限定され，「特定金銭債権」と定義されている（債
権管理回収業に関する特別措置法第２条）。税金は特定金銭債
権ではない。
【関連する規制改革措置の内容】
　司法制度改革のための裁判所法等の一部を改正する法律（平
成１５年法律第１２８号）において、弁護士法第７２条の例外
が弁護士法以外の法律に存することを同条ただし書に明記した
（平成１６年４月１日施行）。
　また，債権管理回収業に関する特別措置法附則第７条におい
て，この法律の施行後５年を目途として，この法律の実施状況
等を勘案しつつ検討が加えられるものとされており，本年が施
行後５年目に当たることから，ユーザー等からのヒアリング等
の調査を行い，実情・ニーズの把握に努めているところであ
る。

２―１６ Ｃ

（財務省）
○「税務署等のバックオフィス業務」といわれるものが、包括的な公共サービスの民営化や民間
譲渡等を念頭に考えているのならば、次のような点から市場化テストの対象にすることにはなじ
まない。
① 　税務署では、税申告納税制度に基づき納税者等より提出された申告書、各種資料情報を管
理・蓄積するとともに、申告が適正でないと認められる納税者に対しては、各税法に基づく質問
検査権等を行使して的確な調査等を実施し、更に納期限に納付を行わない納税者に対して滞納処
分を実施するといった業務を一体として行っており、公権力の行使に基づくものとそれ以外の部
分とは不可分一体のものである。
② 　納税者の取引や財産等に関する情報など守秘性の極めて高い個人情報を民間事業者が処理す
ることとなった場合、納税者等からの情報提供や調査徴収事務への協力などが得られにくくなる
ことも考えられる。

税務署等のバック
オフィス業務

申請者、来所者、納税者の持参資料
とデータベースの照合作業

２―１７ c

（財務省）
＜官報＞
　官報はいかなる社会・経営環境にあっても一時の遮断もなく安定的かつ確実に製造する必要が
あるとともに、発行前に情報が漏えいした場合には、市場からの撤退や損害賠償では修復できな
い損害、信用の失墜が生じるとともに、国民に大きな不利益を及ぼすことから、法令に基づく秘
密保持等、厳格な秘密管理体制が必要である。
　官報の編集、印刷及び普及については、明文上、国立印刷局の独占とされているわけではない
が、国立印刷局法第20条において、官報の適切かつ確実な印刷のため内閣総理大臣から緊急の要
請があった場合には、国立印刷局は速やかに要請された措置を講じなければならないこととされ
ていることから、何らの法的根拠もなく官報の編集等を民間に包括委託することは問題が多いと
考えられる。
　以上のことから、市場化テストは不適当である。

独立行政法人国立印刷局法（平成14年法律第41号）
第２０条第２項及び第３項

市場化テストは不適当と考えており、開示できる情報は
ない。

独立行政法人国立
印刷局の事業のう
ち、「情報製品事
業」（官報、法令
全書、白書、調査
統計資料その他の
刊行物の編集、印
刷、刊行）

独立行政法人国立印刷局の事業のうち、「情報製品事業（官報、法令全書、白
書、調査統計資料その他の刊行物の編集、印刷、刊行）」を移管する。
セキュリティー製品事業（日本銀行券、国債証券、印紙、郵便切手、旅券冊子
等の製造）は印刷局に残し、造幣局との統合を行い、通貨の一元発行を担う。
売上高（15年度）：セキュリティー製品事業　 68,918,799（千円）情報製品事
業　18,603,713（千円）。
セキュリティ製品は、従来どおり印刷局の業務とするが、年間186億円の官報、
法令全書、白書等の情報製品の事業に関しては、民間でも編集、印刷、刊行で
きるものと考える。
また政府刊行物サービスセンターについても、民間委託する。
したがって、国立印刷局の業務のうち、情報製品事業については、中小印刷事
業者の共同体、政府刊行物サービスセンターの販売事業は、地域の書店に委託
することを提案する。

その理由は、民間でも十分実施できる印刷物を独占発行し民
業を圧迫していること、人件費コストが常勤職員4907名（平均
年齢43.2歳）平均給与額5980千円となり、今後も高コスト体質
は変らないからである。また、将来的には、独立行政法人国立
印刷局と、同じく通貨制度の安定に寄与することを目的とする
独立行政法人造幣局を統合し、銀行券・貨幣の製造、銀行券・
貨幣に対する国民の信頼を維持するために必要な情報の提供を
行うこと等により、効率的かつ効果的な事業展開を図るための
布石である。
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c

＜内閣所管の機密文書＞
　内閣所管の機密文書（法律案・政令案、施政方針演説及び皇室関係文書等）の製造は、明文
上、国立印刷局の独占とされているわけではないが、公表までの間、機密保持の必要性が高く、
徹底した秘密管理体制が必要であること及び国立印刷局法第20条において、内閣所管の機密文書
の適切かつ確実な印刷のために、緊急時における内閣総理大臣からの要請に速やかに応じる義務
を国立印刷局に課していることから、何らの法的根拠もなく民間に包括委託することは問題が多
いと考えられる。
また、公表前に情報が漏えいした場合には、市場からの撤退や損害賠償では修復できない深刻な
損害、信用失墜が生じるとともに、国民に大きな不利益を及ぼすことから、法令に基づく秘密保
持等、厳格な秘密管理体制が必要である。
以上のことから、市場化テストは不適当である。

独立行政法人国立印刷局法（平成14年法律第41号）
第２０条第２項及び第３項

市場化テストは不適当と考えており、開示できる情報は
ない。

c

＜予算書・決算書＞
予算書および決算書は、内容が膨大であるうえ、間違いが許されないため極度の正確性が求めら
れるものであることに加え、
①　予算書については、毎年１２月末に政府案を決定した後およそ１ヶ月以内に国会へ提出す
る、
②　平成１５年度以降の決算書については、国会から早期提出が求められており、本年は９月１
０日前後に会計検査院に送付する必要がある
ため、迅速かつ確実な印刷体制が必要である。
（注）決算書の会計検査院への送付は財政法第３９条の規定では１１月３０日まで。
こうしたことから、予算書・決算書は、財務省及び各省庁会計課等に機器を設置し、専用回線に
より国立印刷局とのオンラインで完全自動化作成を実現している。
（注）現行の予算書・決算書は、予算書作成システム及び決算書作成システムにより、財務省が
原稿データ（電子データ）を国立印刷局に送信し、国立印刷局の写植システムにより、予算書・
決算書の形式に変換し作成している。
また、公表前に情報が漏えいした場合には、市場からの撤退や損害賠償では修復できない深刻な
損害、信用失墜が生じるとともに、国民に大きな不利益を及ぼすことから、法令に基づく秘密保
持等、厳格な秘密管理体制が必要である。
 以上のことから、市場化テストは不適当である。

市場化テストは不適当と考えており、開示できる情報は
ない。

d
＜白書、その他の刊行物＞
白書、その他の刊行物は、多くの府省において競争入札若しくは企画コンペの手段により発注先
を選定しており、既に民間に開放されている状況にある。

d
＜政府刊行物サービスセンターの販売業務＞
既に民間に委託して実施している。

２―１８ c

（財務省）
○提案理由について
①　日本万国博覧会記念公園は、以下の理由から公園事業を国営化の上、民間に開放することは
できない。
・通常のアミューズメントパークとは異なり、人工的な森をつくるという京都大学等との共同研
究中であり、このような取組みは、日本万国博覧会記念機構（以下「機構」という。）が長年の
経験とノウハウを有することから実施可能であるが、民間業者では共同研究が継続できないの
で、この森づくりが達成不可能となる。
・指定管理者や包括的委託を行った民間業者が経営の失敗などの理由により、突然撤退する可能
性もあるが、その場合、代行業者が直ちに見つかるとは限らないため、万博記念公園の継続的な
維持管理の上で重大な支障をきたすおそれがある。（公園内に銘木と希少生物などが存在してい
るため、万全の管理体制が必要である。）
②　機構の業務は多種多様であり、委託可能な業務だけでも既に約５０社と契約しているなど、
これらの業務を指定管理者等が行うことは困難。（指定管理者制度を導入した都立公園の例で
は、主要業務について指定業者の再委託を禁止している。）
③　日本万国博覧会の成功を記念するという観点から、公園事業と基金事業を一体的に実施する
ことが不可欠であるものの、それぞれの事業により生じた収入については、それぞれの目的に応
じて活用されるべきものである。
　なお、公園事業の運用については、公園事業に活用されるべきものであり、基金事業と合算す
ることについては基金事業との明確な区分ができなくなるおそれがあることから、適当ではな
い。

・独立行政法人日本万国博覧会記念機構法
 
（第３条） 独立行政法人日本万国博覧会記念機構（以下「機
構」という。）は、人類の進歩と調和を主題として開催された
日本万国博覧会の跡地を一体として保有し、これを緑に包まれ
た文化公園として整備し、その適切な運営を行うとともに、日
本万国博覧会記念基金を設けてこれを管理する等の事業を行う
ことにより、日本万国博覧会の成功を記念することを目的とす
る。

　 財務諸表は、独立行政法人通則法第３８条において主
務大臣への提出が規定されているが、財務諸表の詳細に
ついては含まれていないことから、機構への提出依頼が
必要。なお、財務諸表の詳細の範囲が不明なため、機構
から提出協力を得られない場合がある。

○機構は、国はもとより大阪府から運営費交付金等の交
付を受けていない独立採算制を前提とした独立行政法人
であり、機構の業務は、既に約５０社の民間業者と委託
契約を実施しているように、民間開放について最大限の
努力をしているところである。
○万博記念公園は、緑に包まれた文化公園として、２５
０円という入園料でサービスを提供しており、入園者数
は、１４年度に比べ、１５年度は増加したところであ
る。
　公園内の運営委託業務（施設のメニュー）の構成や契
約プロセスの改定など、効率化を図るための各種の見直
しが可能との提案であるが、具体的な内容が不明なた
め、記入することが困難だが、例えば、緑に包まれた文
化公園に相応しい施設であることが必要なほか、新たに
施設を設置した場合の取扱いの整理が問題（例えば原状
回復義務など）となる。また、機構は専門性を有する業
務を除き競争的な契約の拡大に努めている。

万博記念公園運営
事業

（独）日本万国博覧会記念機構が行っている事業のうち、公園の運営に関する
事業。

万博公園事業は公園事業と基金事業に大別される。
公園事業は国債等の運用益により黒字となっているものの、公
園事業単体では赤字の事業であるとなっている。
万博記念公園は機能的にはアミューズメントパークであるた
め、この公園事業を民間に開放（公設民営）し、民間の創意工
夫により収益性のある事業の展開が可能であると思われる
（例：収入の2割増、費用の3割減により黒転が可能）。
一方、公園事業として行っている国債等の運用事業は基金事業
として機構が継続し（基金事業でも国債等の運用を行ってい
る）、利益を出資者（大阪府、国）へ配当し、地元還元する。

当事業の民間解放の成果により、国が運営するその他の記念公
園などでも（例えば、沖縄海洋博公園、昭和念公園、ひたち海
浜公園等）展開が可能となり、記念公園事業においてより一層
の効率化を図ることが期待できる。

○提案のあったスキームについて

１．国→民間
・国の業務とした場合、大阪府出資分５７２億円や委託費についての予算措置は、新たな財政負
担となるほか、包括的委託先への監督・検査に要する国の職員の増員が必要となるが、これらは
国の減量化・行財政改革に逆行し、到底認められない。

２．国→大阪府→民間
・大阪府においても特殊法人等改革の際に検討した結果、国営又は府営によるのではなく独立行
政法人によるものとしたところであり、平成１５年１０月に大阪府の出資も加えて独立行政法人
が設立されたところである。
・大阪府の業務とした場合、国出資分６４６億円や委託についての予算措置は、新たな大阪府の
財政負担となるほか、包括的委託先への監督・検査に要する大阪府の職員の増員が必要であり、
国の行政改革を地方に押し付けることとなり適当ではない。

２―１９ ｃ、ｅ

（文部科学省）
　国立新美術館は、文化芸術振興基本法第７条に定める「文化芸術の振興に関する基本的な方針
（平成１４年１２月１０日閣議決定）」に基づき、平成１８年度を目処に開館を予定しており、
５番目の国立美術館として、我が国の芸術文化振興、美術振興のナショナルセンターとして、設
置するものであり、エンターテイメント系や商業系のサービスの供給を行う事業に供することは
適切ではないと考えます。
　また、独立行政法人国立美術館法により独立行政法人国立美術館の業務範囲が定められていま
すが、ご提案の「エンターテイメント系や商業系のサービス」のような業務を行うことは法律上
予定されていないため、
①そもそもの業務の範囲を拡大するという市場化テスト以前の根本的な問題を含むご提案である
こと、
②現在そのような事務は行われておらず、市場化テストの対象となる具体的事務が存在しないこ
と、
から、ご提案は市場化テストの趣旨にはなじまないものと考えます。

国立美術館・博物
館などの公的施設
等の整備・管理・
運営構築

新国立美術館（六本木）の整備・管理・運営

新国立美術館は、従来の収蔵品の保管・展示と違い、企画展示
を中心に運営される、国立美術館の中では新しい形式の美術館
である。また立地条件のよさから、多数の集客が望める可能性
があり、国民に対する文化情報発信基地として、多いに注目さ
れる存在であると考えられる。ただし、現行の法規制で新国立
美術館の実施業務範囲から、美術館内で商業系・エンターテイ
ンメント系のサービスの提供が制約されている。これらの法規
制の緩和と、商業系・エンターテインメント系の事業企画・プ
ロデュース能力に長けた民間事業者へ事業運営を解放すること
で、民間事業者の発想やリソースによる企画展示やコンテンツ
の充実や、利用者に対する新しいサービスの提供が可能とな
り、集客数の増大と利便性の向上を図ることが出来ると考え
る。
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２―２０ ｃ、ｄ

（文部科学省）
　ご提案の独立行政法人等のうち、日本芸術文化振興会、国立博物館、国立科学博物館、科学技
術振興機構については、ご提案の業務が独立行政法人の業務の根幹部分を形成するものであるこ
と、また、例えば、標本資料の収集、研究成果の蓄積、最先端の研究等々の業務と相互に結びつ
き、一体不可分のものであることから、当該業務のみを切り出すことは不可能です。
　また、その他の独立行政法人等に関しては、それぞれの展示、広報等の内容に応じて、当該分
野に関するノウハウ・蓄積を有している民間への業務委託を既に行っています。
　さらに、独立行政法人制度の趣旨等に鑑み、民間委託の是非やその範囲等については各法人が
自律的に判断すべきことと考えます。
　以上の理由により、ご提案は市場化テストの趣旨には馴染まないものと考えます。

「国等が管理運営
を行っている広報
施設、展示施設、
資料館などの施設
の管理運営事業」

現在、国等の財団法人、独立行政法人等が管理運営している広報（ＰＲ）施
設、展示施設、資料館、ビジターセンター、体験学習施設、児童館等の維持管
理および運営。
<事例：所管と具体的施設名>
（独）日本芸術文化振興会（所管：文部科学省）国立劇場、伝統芸能情報館な
ど
（独）国立博物館（所管：文部科学省）東京国立博物館、京都国立博物館、奈
良国立博物館、九州国立博物館（以上４施設）
（独）国立科学博物館（所管：文部科学省）国立科学博物館、新宿分館など
（独）宇宙航空研究開発機構（所管：文部科学省）航空宇宙技術研究センター
（展示室）、筑波宇宙センター（展示室）、種子島宇宙センター（宇宙科学技
術館）、沖縄宇宙通信所（展示室）　など
（独）理化学研究所（所管：文部科学省）本部事務棟内に展示ギャラリーを保
有している以外に、全国の科学館（科学技術館、つくばエキスポセンター、大
阪科学技術館など）に出展している展示物
（独）科学技術振興機構（所管：文部科学省）日本科学未来館
（独）核燃料サイクル開発機構（所管：文部科学省）敦賀アトムプラザ、福井
ビッグハンドなど
（独）雇用・能力開発機構（所管：厚生労働省）私のしごと館
（独）水資源機構（所管：国土交通省）全国のダム管理所に併設された資料館
＜例：奈良俣ダム資料室、アクアプラザながら、琵琶湖展示ホールなど＞

広報（ＰＲ）、参加体験、学習機会提供、情報提供など、不特
定多数の利用者を対象とするサービス機能をもつ施設の管理運
営は、民間でも実施可能であり、国または独立行政法人におい
ても民間導入し利用者へのサービス向上を図るべきである。

ｄ

（国土交通省）
＜（独）水資源機構＞
　広報施設、展示施設などの施設に関し、民間開放を妨げる制度上の制約は特にない。
　水資源機構で所有する展示施設等については、①機構のみの展示利用施設、②関係機関の事業
や地元の地域振興利用と合わせた共同の展示利用施設がある。①の管理・運営については既に外
部委託を行っている。②の管理・運営については関係機関又は地元地方公共団体等に委託してお
り、その費用は関係機関との共同又は地元地方公共団体の負担となっている。

c

（厚生労働省）
（１）産業構造の変化等を背景に、職業の変化、多様化が進む中で、若年者を中心に職業意識の
希薄化が生じ、不安定な就労を続ける者や安易に離転職を繰り返す者が増加している。こうした
ことを背景として、「私のしごと館」においては、①仕事の内容や必要な職業能力開発について
の情報提供、②介護の仕事から大型製品組立の仕事まで非常に多岐に渡る分野（約４０職種）の
仕事の体験機会の提供、③若年者が主体的に職業生活を設計し、それに基づいて必要な教育訓練
を受けたりできるよう相談・援助の実施など、網羅的かつ体系的な職業意識啓発を若年者を中心
に実施している。
　また、これらの事業による職業意識啓発を効果的に行うため、「私のしごと館支援協議会」等
を設置し、教育界や経済界の関係者とも連携しながらの企画運営を行っている。
　このように、若年者の職業意識の啓発という政策目的を踏まえ、教育界や経済界と連携しつ
つ、網羅的かつ体系的に企画運営を行わなくてはならない。それ故、「私のしごと館」を民間企
業が円滑に運営を行っていくことは困難である。
（２）また、「私のしごと館支援協議会」等の協力関係を通じて、企業等から多くの職業に関す
る人的・物的な協力（講師、職業データベースの内容・登場人物、展示物、映像等）をいただい
ているが、１の民間企業が施設等の運営等を行うこととなると、競合他社を含む民間企業からの
同様の協力が得られなくなることが考えられ、当該施設の効果的な運営が行われず施策の目的の
達成に支障を来すことにもなる。

― ―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策
定する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競
争入札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を
実現し得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮す
べき内容であると考えられるため、その中で検討するこ
ととなる。当該事業については、市場化テストの対象と
することは適当でないと考えるが、現段階において具体
的に開示する情報については以下のとおり。数値等を精
査の上、合理的な期間内にお示しすることとしたい。
・現行の博物館等の展示施設の管理に係る所要人員、コ
スト等の情報（私のしごと館全体に係る数字のうちどの
部分がこれに該当するのかについて、ご教示頂きた
い。）
・その他当該施設の情報（事業概要、来館者数、私のし
ごと館の利用状況、展示・体験構成要素一覧他）

独立行政法人雇用・能力開発機構（以下「機構」とい
う。）は、独立行政法人雇用・能力開発機構法（平成１
４年法律第１７０号）第１１条第１項第１号に基づき、
「労働者の就職、雇入れ、配置等についての相談、情報
の提供その他の援助を体系的に行うための施設の設置及
び運営」を行うこととされているところ。市場化テスト
は当該業務の運営を民間を含めた第三者を含め競争入札
に付し、その落札者が当該業務を実施する仕組みである
ことから、落札者が独自に委託を受けた部分以外の収益
事業を行うことは適切でなく、また、機構の財産である
「私のしごと館」は、その財源の性質上その使用の目的
は、労働者の就職、雇入れ、配置等についての相談、情
報の提供その他の援助に限定される。

２―２１ 　ｃ、ｄ

（文部科学省）
　独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター（以下「センター」という。）では、
青少年教育指導者その他の青少年教育関係者及び青少年の多様で主体的な学習活動を促進するた
め、様々な研修、交流、体験活動の場や機会を提供しております。
　このため、プールの利用にあっても、まずは「青少年団体」の利用を優先することとし、その
利用に支障がない範囲で「一般団体」の利用に供しており、今回ご提案のあった健康情報の発信
基地としてのプール運営を行うこととした場合には、上記のようなセンター本来の目的である青
少年団体の主体的な活動の場の提供が困難となり、青少年団体の活動に多大な支障をきたすこと
から、市場化テストにはなじまないものと考えます。
　また、独立行政法人制度の趣旨に鑑み、民間委託の是非やその範囲等については各法人が自律
的に判断すべきことであり、この観点からも、市場化テストの趣旨には馴染まないものと考えま
す。
　なお、現在、センターでは、施設を効率的に運営するため、スポーツ棟フロントなど各棟にお
ける案内・受付等業務やプールの監視業務について、専門的かつ必要な技能を有する民間への外
部委託を実施しているところであり、外部委託の実施にあたっては、効率的・経済的観点や新た
な運営の導入など質の高いサービスの提供に資する観点から、また、財源が単年度措置であるこ
とから、毎年度競争入札に付することとしているものであります。

プール運営事業
「現在独立行政法人国立オリンピック記念青少年センターが行っているプール
の運営に関する事業」

「現行のプール運営事業は、ある意味重要な部分とされる運営
サービス（管理・安全監視業務など）が毎年の競争入札方式に
より実施されているようで、年度を跨いでの継続的なサービス
を提供することが出来てないように理解しています。
運営状況も、一般開放中心で、健康増進に関するサービスプロ
グラムは殆ど利用者の方には提供されていない。民間のノウハ
ウを活かし、健康情報の発信基地としての運営方法を弊社とし
ては是非提案させていただきたいと思っております。」

２―２２ ｃ

（文部科学省）
　国立青年の家は、団体宿泊訓練を通じ、家庭や学校などでは体験できない各種の生活体験や社
会体験を通して、青年の健全育成を図る教育機関であり、ご提案の「観光基地としての側面」の
ような業務を行うことは法律上予定されておりません。
　また、国立青年の家は、国として迅速に対応しなければならない政策課題について、先導的・
モデル的な教育プログラムの開発・普及等を行っているものであり、主催事業、受入れ事業、研
修事業を有機的に活用して事業成果の普及を図り、青少年教育の振興を推進していますが、当該
施設を観光基地としての側面を持たせた場合には、このような青年の健全育成を図るための機能
を十分に果たせないと考えます。
　さらに、独立行政法人制度の趣旨に鑑み、民間委託の是非やその範囲等については各法人が自
律的に判断すべきことであると考えます。
　したがって、市場化テストはなじまないと考えます。

国立阿蘇青年の家
に関する運営事業

現在、左記建物に関するすべての運営管理

民間による運営の方が事務処理や収支計画に関する効率的運営
が可能になる。また施設の利用目的を単に研修目的とするより
も立地的条件から観光基地としての側面も持たせるなどの幅広
い運営を行うことにより施設そのものだけでなく、地域社会の
活性化に繋げる目的を地元業者として取り組んでみたいと考え
た。

２―２３ ｃ、ｄ

（文部科学省）
　国立博物館では、平成１２年度から、民間委託により、館所蔵の国宝・重要文化財について、
順次デジタル化し、ホームページで公開する業務を実施していますが、独立行政法人制度の趣旨
に鑑み、民間委託の是非やその範囲等については各法人が自律的に判断すべきことであり、ご提
案は市場化テストの趣旨には馴染まないものと考えます。

国立博物館の電子
化による情報公開
の民営化事業

国立博物館で開催する展示典の情報を電子して公開し、集客を呼ぶと同時に国
民の教養向上に資する事業

文化庁のホームページで公開されている重要文化財の画像など
電子化されている。国立博物館の展示物を広く電子画像化し広
報することで、国民の教養向上と集客向上を図る。全国の国立
博物館をつなぎ広報事業の民営化によりコスト縮減を図る。

２―２４ ｃ、ｄ

（文部科学省）
　ご提案に関連して、各国立大学法人においては、授業料納入手続きの利便性の向上や簡素化を
図るため、代行納付から口座振替方式への変更、窓口収納の廃止などのほか、クレジットカード
決済による収納を行っているところでありますが、国立大学法人制度の趣旨に鑑み、民間委託の
是非やその範囲等については各法人が自律的に判断すべきことであり、市場化テストの趣旨には
馴染まないものと考えます。

「国立大学授業料
収納事業」

「国立大学の授業料収納に関する事務」

「授業料の収納について、これを民間が、未納分の回収作業、
及びクレジット決済、カード決済、コンビニ収納といった方式
で実施することとすれば、支払方法の多様化など公共サービス
向上の点で改善が図り得る。」
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（法務省）
【現行の法規制等の内容について】
　弁護士は基本的人権の擁護と社会正義の実現とを使命とし、
ひろく法律事務全般を行うことを職務とするものとして、わが
国の法律秩序が形成されているのであるが、弁護士法第７２条
は、弁護士でない者が他人の法律事件に介入することを業とす
れば、当事者その他関係人らの利益を損ね、国民の公正な法律
生活を侵害し、ひいては法律秩序を害することになるから、こ
れを禁止するために設けられたものであり、当該規定は、現在
においても合理性、必要性を有する規定と考えている。国立大
学の授業料収納に関する事務は法律事件に該当するものであ
る。
　ただし、他の法律に別段の定めがある場合は、この限りでは
ないとしており（弁護士法第７２条後段）、他の法律に定めを
置く場合には、同法自体の改正は必要ないものと思料する。
　また，債権回収会社の取り扱うことのできる対象債権は一定
の範囲内に限定され，「特定金銭債権」と定義されている（債
権管理回収業に関する特別措置法第２条）。国立大学の授業料
は特定金銭債権ではない。
【関連する規制改革措置の内容】
　司法制度改革のための裁判所法等の一部を改正する法律（平
成１５年法律第１２８号）において、弁護士法第７２条の例外
が弁護士法以外の法律に存することを同条ただし書に明記した
（平成１６年４月１日施行）。
　また，債権管理回収業に関する特別措置法附則第７条におい
て，この法律の施行後５年を目途として，この法律の実施状況
等を勘案しつつ検討が加えられるものとされており，本年が施
行後５年目に当たることから，ユーザー等からのヒアリング等
の調査を行い，実情・ニーズの把握に努めているところであ
る。

２―２５ ｃ、d

（文部科学省）
　債権管理回収業に関する特別措置法における「特定金銭債権」には、独立行政法人日本学生支
援機構の貸付債権が対象となる旨政令で規定されており、日本学生支援機構の返還金回収業務に
ついては、既にサービサーを活用した外部委託を実施しています。
　また、今後のサービサーへの業務委託内容等については、独立行政法人制度の趣旨に鑑み、事
業を実施する日本学生支援機構において効率性等の観点から独自の判断により適切に検討・実施
するものであり、市場化テストの趣旨には馴染まないものと考えます。

債権回収事業
独立行政法人日本学生支援機構が実施している奨学金返還未納者に対する回収
受託事業

現在、独立行政法人日本学生支援機構では、口座振替不能者に
対して電話による入金案内業務を入札制度により当社に委託し
ている。更に、未払金回収業務をサービサーで行うことによ
り、延滞率の大幅な改善が図り得ると思われる。

（法務省）
　現行制度上，独立行政法人日本学生支援機構が有する貸付債
権については，債権管理回収業に関する特別措置法上の特定金
銭債権とされており，債権回収会社が管理・回収を行うことは
可能である（同法第２条第１項第１号ヌ及び同法施行令第１条
１０号）。

２―２６ ｃ，ｅ

（文部科学省）
　日本学生支援機構が行っているJRの学校学生生徒旅客運賃割引証（学割証）の配布業務は、JR
からの依頼に基づき特に同機構が実施しているものであり、当該業務について文部科学省におい
て規制を設けている事実はなく、JRの了解が得られるのであれば、同機構が当該業務について民
間委託等を行うことは可能ですが、独立行政法人制度の趣旨に鑑み、民間委託の是非やその範囲
等については各法人が自律的に判断すべきことであり、市場化テストの趣旨には馴染まないもの
と考えます。
　なお、文部科学省及び同機構においては、JR以外の交通機関を含め、他の割引証について取り
扱っておらず、民間において自由に実施できるため、市場化テストの対象となる具体的な事務が
存在しません。

学校学生生徒旅客
運賃割引証（学割
証）の発行・管理
事業

現在、独立行政法人学生支援機構が行っている学校学生生徒旅客運賃割引証
（学割証）の発行・管理事業

現行、学校学生生徒旅客運賃割引証（学割証）の発行・管理事
業は、交通機関であるJRのみといった極端に限られた適用範囲
であり、これを民間が適用範囲の拡大という点で実施すること
ができれば、学生サービスの充実、学生の積極的な勉強意欲の
向上という点で改善が図り得る。

２―２７ c

（厚生労働省）
　現在、ハローワークが行っている職業紹介業務については、憲法に規定される勤労権の保障や
ILO第88号条約を遵守する観点から、利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本
的なセーフティネットとして全国的なネットワークで行う必要があること、国として行う必要の
ある雇用保険や事業主指導の業務は、職業紹介と一体的に行わなければ制度の実効性が担保でき
ないこと、雇用保険業務については、失業の認定・給付、適用等行政処分にあたる業務が含まれ
ており、このような業務についてはそもそも民法上の委託契約のみで実施することはできないこ
と、濫給を防止する観点から雇用保険の保険者として財政責任を負う国が行うことが適当である
こと等から、国が直接実施する必要がある。

　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号
において、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが
規定されており、同法第８条において、公共職業安定所が、職
業紹介、職業指導等の業務を行うことが規定されている。その
他、職業安定法第２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法
律、障害者の雇用の促進等に関する法律等において、国又は公
共職業安定所が行うべき職業紹介業務が規定されている。
　雇用保険業務に係る法令としては、雇用保険法があり、同法
第２条第１項において、「雇用保険は、政府が管掌する」こと
とされているほか、同法第２章、第３章及び第７章の規定並び
にその他関係法令の規定により、例えば、失業の認定、失業等
給付の支給、返還命令、給付制限、被保険者資格の確認といっ
た業務について、厚生労働大臣又は公共職業安定所長等が行う
こととされている。

― ― ―
ハローワーク
（公共職業紹介
所）

一つの紹介所が実施している業務を一括して「公設民営方式」にて実施。
官民競争の上、何れかが落札する考え方からはずれているかもしれないが、モ
デル事業では、複数の紹介所を対象とし、一つの紹介所毎に委託先を決めて
（例えば官・民・民）効果測定をしても、良いのではないか。

２―２８ c

（厚生労働省）
　現在、ハローワークが行っている職業紹介業務については、憲法に規定される勤労権の保障や
ILO第88号条約を遵守する観点から、利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本
的なセーフティネットとして全国的なネットワークで行う必要があること、国として行う必要の
ある雇用保険や事業主指導の業務は、職業紹介と一体的に行わなければ制度の実効性が担保でき
ないこと、雇用保険業務については、失業の認定・給付、適用等行政処分にあたる業務が含まれ
ており、このような業務についてはそもそも民法上の委託契約のみで実施することはできないこ
と、濫給を防止する観点から雇用保険の保険者として財政責任を負う国が行うことが適当である
こと等から、国が直接実施する必要がある。

　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号
において、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが
規定されており、同法第８条において、公共職業安定所が、職
業紹介、職業指導等の業務を行うことが規定されている。その
他、職業安定法第２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法
律、障害者の雇用の促進等に関する法律等において、国又は公
共職業安定所が行うべき職業紹介業務が規定されている。
　雇用保険業務に係る法令としては、雇用保険法があり、同法
第２条第１項において、「雇用保険は、政府が管掌する」こと
とされているほか、同法第２章、第３章及び第７章の規定並び
にその他関係法令の規定により、例えば、失業の認定、失業等
給付の支給、返還命令、給付制限、被保険者資格の確認といっ
た業務について、厚生労働大臣又は公共職業安定所長等が行う
こととされている。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策
定する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競
争入札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を
実現し得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮す
べき内容であると考えられるため、その中で検討するこ
ととなるが、現段階においては、公共職業安定所全体で
あれば、可能な範囲について、把握後速やかにお示しす
ることが可能である。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望については、
市場化テストの対象とすることはできない。

ハローワーク宮崎
運営業務

現在ハローワークが実施している業務全般、具体的には、求職者に対する職業
相談・助言、求人情報の提供、雇用保険給付事務や求人事業所に対する人材の
紹介、雇用保険適用事務、助成金支給業務など全て。

現在のハローワークの求職者に対する相談は表面的なものが多
い様に思われる。そこで、相談員としてビジネス社会での実務
経験が豊富な人材やキャリアカウンセラー等を配置し、求職者
に対し現在のビジネス社会のニーズに即した相談を行い、就業
意欲の乏しい求職者に対しては、より具体的に就業意識の喚起
を図り、キャリアカウンセリング以外にも履歴書・職務経歴書
の書き方や面接対応の指導を積極的に行う事で、求職者の質を
高め、就職率のアップを計る事ができる。一方、企業に対する
求職者の紹介も現在のハローワークは、求職者の経験等を余り
考慮せず、本人の希望のみで、その人材をそのまま企業に紹介
している状況が殆どだが、職業紹介は本人のキャリアカウンセ
リングの結果を十分考慮した上で行い、求職者と求人企業双方
の無駄を出来るだけ省き、就職でのミスマッチを減らす様す
る。又、ハローワークの運営時間を平日夜間８時迄と土日にも
広げ、在職者のニーズにも対応していく。

２―２９ c

（厚生労働省）
　現在、ハローワークが行っている業務については、憲法に規定される勤労権の保障やILO第88号
条約を遵守する観点から、利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本的なセー
フティネットとして全国的なネットワークで行う必要があること、国として行う必要のある雇用
保険や事業主指導の業務は、職業紹介と一体的に行わなければ制度の実効性が担保できないこと
等から、国が直接実施する必要がある。

　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号
において、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが
規定されており、同法第８条において、公共職業安定所が、職
業紹介、職業指導等の業務を行うことが規定されている。その
他、職業安定法第２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法
律、障害者の雇用の促進等に関する法律等において、国又は公
共職業安定所が行うべき職業紹介業務が規定されている。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策
定する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競
争入札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を
実現し得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮す
べき内容であると考えられるため、その中で検討するこ
ととなるが、現段階においては、公共職業安定所全体で
あれば、可能な範囲について、把握後速やかにお示しす
ることが可能である。

―
民間版ハローワー
ク

現状ハローワーク（公共職業安定所）で行っている。無料職業紹介事業の民間
開放。

再就職支援実績と「民間委託による長期失業者の就職事業」の
実績を根幹に、軽作業派遣や短期派遣の実績を加えた総合的な
就業形態を求職者に提案出来る為。
求職者の職業訓練等も視野に入れた提案を考えております。
主な参入事業として
①ハローワーク再就職希望者の相談窓口及び事務手続き業務。
②再就職関連助成金の事務処理業務。
③求人開拓コンサルタント業務の請負。
④各種セミナーの請負。
を考えています。
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２―３０ c

（厚生労働省）
　現在、ハローワークが行っている業務については、憲法に規定される勤労権の保障やILO第88号
条約を遵守する観点から、利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本的なセー
フティネットとして全国的なネットワークで行う必要があること、国として行う必要のある雇用
保険や事業主指導の業務は、職業紹介と一体的に行わなければ制度の実効性が担保できないこと
等から、国が直接実施する必要がある。

　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号
において、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが
規定されており、同法第８条において、公共職業安定所が、職
業紹介、職業指導等の業務を行うことが規定されている。その
他、職業安定法第２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法
律、障害者の雇用の促進等に関する法律等において、国又は公
共職業安定所が行うべき職業紹介業務が規定されている。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策
定する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競
争入札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を
実現し得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮す
べき内容であると考えられるため、その中で検討するこ
ととなるが、現段階においては、現行の公共職業安定所
の施設単位の直接費及び間接費については、施設単位
で、あるいは直接、間接の区分で算出していないため、
提示不可。

―
地方における
職業紹介事業

現在地方のハローワークが行なっている事業のうち職業紹介（職業紹介業務・
求人業務）に関する事業。

現行のハローワークの職業紹介事業は、紹介達成率約2割と低
い水準であると言われており、特に首都圏以外の地域ではうま
く機能していないという問題がある。これを特に首都圏外にお
ける再就職支援事業にて既に高いマッチング達成率を有する弊
社のような民間事業者が、カウンセリング＋積極的開拓型求人
情報収集および適切なマッチングという再就職支援方式で実行
することとすれば、紹介率の向上という点で改善が図り得る。

２―３１ c

（厚生労働省）
＜職業紹介業務＞
職業紹介業務については、憲法に規定される勤労権の保障やILO第88号条約を遵守する観点から、
利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本的なセーフティネットとして全国的
なネットワークで行う必要があること、国として行う必要のある雇用保険や事業主指導の業務
は、職業紹介と一体的に行わなければ制度の実効性が担保できないこと等から、国が直接実施す
る必要がある。

＜職業訓練業務＞
（１）公共職業訓練事業については、
①　職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第５条第１項に基づく職業能力開発基本計
画（平成１３年厚生労働省告示第１９９号）において自ら職業訓練を実施するに当たっては、
「ニーズがありながら民間部門では実施を期待し難い、又は実施していない分野」に限定するこ
とをその基本的方針としていること
②　特殊法人等整理合理化計画（平成１３年１２月閣議決定）においては、
・地方公共団体や民間教育訓練機関との適切な役割分担を図る観点から、機構の行う在職者訓練
は、真に高度なもののみに限定して実施し、地方や民間で可能な訓練は、機構の業務としては速
やかに廃止することとしていること
・民間教育訓練機関との適切な役割分担を図る観点から、機構の行う離職者訓練は、その地域に
おいて民間では実施できないもののみに限定して実施し、民間委託の拡大を図っていること
とされているところから、国は、民間では実施を期待し難い分野における職業訓練を実施してい
るところであり、活かすべきノウハウのない民間の活用は考えられないことから、民間開放や市
場化テストの対象とすることは不適当と考えている。

（２）職業訓練の実施に際しては、都道府県労働局、独立行政法人雇用・能力開発機構、業界団
体等を構成員とする「人材育成地域協議会」において、企業・地域における人材ニーズを把握・
調整した上で訓練コースの設定等を行っており、随時ニーズに対応するため、訓練コースの新
設・改廃やカリキュラムの見直しを実施していることから、現在の社会の動向や企業のニーズに
十分に合致していると考えている。

＜職業紹介業務＞
　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号
において、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが
規定されており、同法第８条において、公共職業安定所が、職
業紹介、職業指導等の業務を行うことが規定されている。その
他、職業安定法第２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法
律、障害者の雇用の促進等に関する法律等において、国又は公
共職業安定所が行うべき職業紹介業務が規定されている。

＜職業訓練業務＞
職業能力開発促進法第２４条に基づき、都道府県知事は事業主
等が行う職業訓練が同法第１９条の職業訓練の基準に適合する
ものであることとの認定をすることができる。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策
定する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競
争入札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を
実現し得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮す
べき内容であると考えられるため、その中で検討するこ
ととなるが、現段階においては、公共職業安定所全体で
あれば、可能な範囲について、把握後速やかにお示しす
ることは可能である。

―
職業紹介、職業訓
練事業

現在、厚生労働省(各地方労働局管轄の職業安定所・職業訓練校など)が行って
いる職業紹介、職業訓練事業

１）現行の職業紹介事業は、職業安定所が行っているが、次の
ような問題を有している。
(1)求職者の能力、業績、実績、適性などの実態が分からない
まま求職者を受付け、求職者の希望のみにより企業を紹介して
いるため、求職者と求人側企業とのミスマッチが多い。
(2)求人側の企業の経営環境や就業実態、人間関係などの実態
が分からないまま、求職者の希望のみで企業を紹介しているた
め、求職者と求人側企業のミスマッチが多い。
(3)求職者が就職した後のフォローができていないため、退
職・就職を繰り返す者が多い。
(4)上記の結果、自信喪失になったり社会全体に対する批判的
な気持ちを抱いたり、自己逃避するなどして就業意識を失う若
年者層が増加している。（ニートの増加）
(5)求職者のうち身体障害者の就業先を選定する場合、どの企
業のどの業務・作業が、どのような障害者の向いているかな
ど、考慮した施策が講じれていない。
(6)総じて、現状、企業へは具体的施策がないまま「お願い」
をするのみとなっており、また、求職者に対しては独自の判断
に任せるのみであり、提案型の事業になっていない。例えば、
各企業の業務・作業内容を大まかでいいから把握し、求職者に
対して「どの企業のどの職種が具体的にどういった作業である
から向いているのでは」といった提案がなされていない場合が
多い。

（３）また、職業能力開発促進法第２３条第３項に基づき、現状においても、公共職業能力開発
施設及び職業安定機関との密接な連携の下に、
・ハローワークにおけるキャリア・コンサルティングにより、求職者本人に最も適した訓練コー
スを選定した上で、受講指示等を行うこと
・訓練生に対する就職に関する情報提供を図ること
・職業訓練受講中や修了後も就職相談等の一貫した支援を実施すること
等により、効率的なマッチングを行い、求職者の再就職促進を図っているところである。
（公共職業訓練の就職実績）離職者訓練における訓練修了後３ヶ月後の就職状況　施設内訓練７
０％、民間委託訓練５３％                                          　　　　　  （平成１
５年実績）

（４）訓練者の状況に応じた訓練システムとして、
・若年者に対しては、一定期間企業実習及び関連した教育訓練を行うことにより、一人前の職業
人として育てる「日本版デュアルシステム」を実施すること
・障害者に対しては、一般の職業能力開発校で受け入れることが困難な障害者を対象に障害者職
業能力開発校において職業訓練を実施すること
等訓練対象者に応じた職業訓練を実施するとともに、多様なニーズに応えるための民間委託訓練
を拡充しているところ。

２）現行の職業訓練事業は、次のような問題を有している。
(1)企業の実務・実態に即した職業訓練を実施していないた
め、企業側にとって、「職業訓練を受けた人物だから雇用しよ
う」という意識が少ない。
(2)職業訓練を受講する側の求職者のモチベーションを向上さ
せるシステムが希薄であるため、「受講するだけ」という形式
的なものになっている。
(3)本人の適性、適職に合った訓練がなされていないため、必
ずしも訓練を活かした就職ができていない。
(4)求人の多少に関わらず訓練を実施しているため、求人職種
と訓練職種のギャップがある。
(5)身体障害者や若年層、高齢者層といった、訓練者の状況に
応じた訓練システムになっていないため、スキル格差が大きく
なっている。

３）その他の問題
(1)現状では、雇用確保・労働力確保のバランスがとれておら
ず、次のような問題があると思われる。
①今後おとずれる団塊世代定年後の人員不足対策
②企業の人的リストラ後の技術力低下対策
③少子化による労働力不足対策
④ニートなど浮動・未活性労働力の掘り起こし・活性化に関す
る対策
⑤企業の経営に踏み込んだ雇用確保(特に身体障害者・若年
者・高齢者など)に関する知的・経験的助成（ワークシェアリ
ング、トライアル雇用、インターンシップなどの最適な運営方
法に関するアドバイス・提案など）

２―３２

a
（地域未
定、一部
業務は市
場化テス
トによら
ない民間
開放）

ご提案内容を踏まえ、
○各ハローワークの求職動向を踏まえた求人開拓の民間委託について、市場化テストのモデル事
業の対象とすることとする（３地域とする）。
○就職支援アドバイザーの派遣受入について、３地域で実施する。

特段想定されない。 特段想定されない。
モデル事業の実施に当たって、必要となる情報を開示す
るべく準備することとしたい。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望内容を踏ま
え、市場化テストのモデル事業の対象及び民間開放の対
象とすることとする。

現在札幌公共職業
安定所・札幌東公
共職業安定所・札
幌北公共職業安定
所の3所が行って
いる
1.求人開拓業務、
2.職業相談（キャ
リアカウンセリン
グ）業務の受託ま
たは職業相談員
（キャリアカウン
セラー）の派遣業
務

現在札幌公共職業安定所・札幌東公共職業安定所・札幌北公共職業安定所の3所
が行っている
1.求人開拓業務、2.職業相談（キャリアカウンセリング）業務の受託または職
業相談員（キャリアカウンセラー）の派遣業務

現行、提供されているサービスを民間企業が実施することで、
下記メリットが得られると考えられる。
１：求人開拓業務
ａ.隣接する３安定所の管轄する地域で実施している求人開拓
業務を一括実施し、民間の営業能力により、効率を高めコスト
を削減することができる。
b.求人企業のニーズを収集・整備し、企業に対し求職者情報提
案型ならびに求人創造型の求人開拓が出来る。
２：民間ノウハウを活用したキャリアカウンセリングの実施に
よる求職者サポートの拡充
a.若年者向けキャリアカウンセリングの実施（弊社では既に現
在運営中のジョブカフェ北海道にて若年者の就職サポートを実
施しており、ノウハウを蓄積している。）
b.札幌圏の高校・専門学校・短大・大学への訪問による在学生
及び卒業生に対するキャリアカウンセリングの実施。（弊社で
はジョブカフェ北海道の「学校派遣カウンセリング事業」の実
施やジョブカフェ北海道の運営にて高校生や高校以上の若年者
への就職サポートを実施しており、ノウハウを蓄積してい
る。）
c.女性向けキャリアカウンセリングの実施（弊社では既に北海
道より受託の「平成16年度再就職支援業務」にて女性クラスの
運営をしており、ノウハウを蓄積している。）

d.長期失業者向けキャリアカウンセリングの実施（弊社では既
に財団法人高年齢者雇用開発協会より受託の「民間委託による
長期失業者の就職支援事業」にて長期失業者の就職サポートを
実施しており、ノウハウを蓄積している。）
e.キャリアカウンセリングによって今後の活動方向を定め、職
業紹介か職業訓練・各種講座等の受講誘導を行い、フォローカ
ウンセリングを実施する。
f.上記キャリアカウンセリングを失業認定後すぐに実施するこ
とで、求職者の早期サポートが可能となり、失業期間の長期化
を防止できる。また、主婦や長期失業者など、雇用保険を受給
していない求職者に対しても働きかけることで上記サポートを
実施し、雇用情勢の改善を図ることができる。
g.上記1による｢求人開拓｣と2.による｢職業相談（ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾘﾝ
ｸﾞ）｣の実施により、求職者のニーズに合った職種の開拓およ
び求人ニーズの強い職種への求職者の誘導などがワンストップ
サービスとして可能となる。
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２―３３
a

（地域未
定）

ご提案内容を踏まえ、キャリア交流プラザについては、以下の内容で公設民営方式で市場化テス
トのモデル事業の対象とすることとする。
・「ハローワーク」を冠した名称とする。
・求人者が了解するハローワーク求人を活用できるものとする。
・委託費には登録者の就職の評価を含めるものとする。
・５カ所とする。

特段想定されない。

・「ハローワーク」を冠した名称と
する。
・求人者が了解するハローワー
ク求人を活用できるものとする。

モデル事業の実施に当たって、必要となる情報を開示す
るべく準備することとしたい。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望内容を踏ま
え、キャリア交流プラザについては、公設民営方式で市
場化テストのモデル事業の対象とすることとする。

現在札幌公共職業
安定所の運営する
北海道キャリア交
流プラザが提供し
ている全てのサー
ビス

現在札幌公共職業安定所の運営する北海道キャリア交流プラザが提供している
全てのサービス

現行、提供されているサービスを民間企業が実施することで、
下記メリットが得られると考えられる。
１：既存サービスのクオリティ向上
＜ハード面＞a.配置替え及び内装・備品の入替えによる施設利
用満足度の向上と利用スペースの拡大
＜ソフト面＞a.窓口等の接客及び業務クォリティの向上
２：民間ノウハウを活用した新サービスの付加による求職者サ
ポートの拡充
ａ.長期失業者向けキャリアカウンセリングの実施（弊社では
既に財団法人高年齢者雇用開発協会より受託の「民間委託によ
る長期失業者の就職支援事業」にて長期失業者の就職サポート
を実施しており、ノウハウを蓄積している。）
b.女性向けキャリアカウンセリングの実施（弊社では既に北海
道より受託の「平成16年度再就職支援業務」にて女性クラスの
運営をしており、ノウハウを蓄積している。）
c.就職に必要な各種講座の開催（弊社では既に道内各自治体よ
り受託・運営している事業にて、面接・履歴書・職務経歴書・
ビジネスマナー等の講座を開催しており、ノウハウを蓄積して
いる。）
ｄ.再就職支援を、プロフェッショナルなキャリアカウンセリ
ングと職業訓練の選択・受講指示・受講推薦、並びに求人開拓
と一体化することで、質の高い効率的なサービスが可能である
と考える。
ｅ.サービスの対象を拡大し30歳以上65歳未満の男女とする。
f.サービスの対象を拡大し人員削減や業績不振などで失職リス
クのある在職者にもカウンセリングサービスを提供することが
出来るものとする。

２―３４ c

（厚生労働省）
　人材銀行については、セーフティネットとしての職業紹介事業を行うハローワークの組織であ
り、憲法に規定される勤労権の保障やILO第88号条約を遵守する観点から、利用者の属性や地域に
かかわらず誰もが利用できるものとして全国的なネットワークにより国が直接実施する必要があ
る。

　職業安定法第５条第３号において、無料の職業紹介事業を政
府の業務として行うことが規定されており、同法第８条におい
て、公共職業安定所が、職業紹介、職業指導等の業務を行うこ
とが規定されている。その他、職業安定法第２章等において、
国又は公共職業安定所が行うべき職業紹介業務が規定されてい
る。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策
定する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競
争入札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を
実現し得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮す
べき内容であると考えられるため、その中で検討するこ
ととなるが、現段階においては、
①人材銀行におけるコストについては、公共職業安定所
全体のコストに含まれているものもあり、区別して試算
することは困難である。
②その他の事項については、可能な範囲について、把握
後速やかにお示しすることは可能である。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望については、
市場化テストの対象とすることはできない。

現在札幌人材銀行
が提供している全
てのサービス

現在札幌人材銀行が提供している全てのサービス

現行、提供されているサービスを民間企業が実施することで、
下記メリットが得られると考えられる。
１：既存サービスのクオリティ向上
＜ハード面＞a.配置替え及び内装・備品の入替えによる施設利
用満足度の向上と利用スペースの拡大
＜ソフト面＞a.窓口等の接客及び業務クォリティの向上
２：民間ノウハウを活用した新サービスの付加による求職者サ
ポートの拡充
ａ.長期失業者向けキャリアカウンセリングの実施（弊社では
既に財団法人高年齢者雇用開発協会より受託の「民間委託によ
る長期失業者の就職支援事業」にて長期失業者の就職サポート
を実施しており、ノウハウを蓄積している。）
b.女性向けキャリアカウンセリングの実施（弊社では既に北海
道より受託の「平成16年度再就職支援業務」にて女性クラスの
運営をしており、ノウハウを蓄積している。）
c.就職に必要な各種講座の開催（弊社では既に道内各自治体よ
り受託・運営している事業にて、面接・履歴書・職務経歴書・
ビジネスマナー等の講座を開催しており、ノウハウを蓄積して
いる。）
ｄ.再就職支援を、プロフェッショナルなキャリアカウンセリ
ングと職業訓練の選択・受講指示・受講推薦、並びに求人開拓
と一体化することで、質の高い効率的なサービスが可能である
と考える。
ｅ.サービスの対象を拡大し30歳以上65歳未満の男女とする。
f.サービスの対象を拡大し人員削減や業績不振などで失職リス
クのある在職者にもカウンセリングサービスを提供することが
出来るものとする。

２―３５ c

（厚生労働省）
　ヤングハローワーク等については、セーフティネットとしての職業紹介事業を行うハローワー
クの組織であり、憲法に規定される勤労権の保障やILO第88号条約を遵守する観点から、利用者の
属性や地域にかかわらず誰もが利用できるものとして全国的なネットワークにより国が直接実施
する必要がある。

　職業安定法第５条第３号において、無料の職業紹介事業を政
府の業務として行うことが規定されており、同法第８条におい
て、公共職業安定所が、職業紹介、職業指導等の業務を行うこ
とが規定されている。その他、職業安定法第２章等において、
国又は公共職業安定所が行うべき職業紹介業務が規定されてい
る。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策
定する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競
争入札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を
実現し得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮す
べき内容であると考えられるため、その中で検討するこ
ととなるが、現段階においては、
①ヤングハローワーク等におけるコストについては、公
共職業安定所全体のコストに含まれているものもあり、
区別して試算することは困難である。
②その他の事項については、可能な範囲について、把握
後速やかにお示しすることは可能である。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望については、
市場化テストの対象とすることはできない。

ヤングハローワー
ク等運営事業

厚生労働省が設置・運営する公共職業安定所のうち、大都市圏におけるヤング
ハローワーク、ヤングワークプラザ、ジョブカフェ等の若年者向け職業紹介施
設の一括運営。（たとえば、現在、東京都渋谷区にあるヤングハローワークの
運営を一括して行うこと。）

　厚生労働省は現在、ヤングハローワーク、ヤングワークプラ
ザ等若年者向け公共職業安定所に加えて、地方公共団体が設置
する「ジョブカフェ」において若年者向けの職業紹介事業を
行っているほか、雇用・能力開発機構を通じて「ヤングﾞ・
ジョブスポット」の運営を行っている。また、勤労青少年ホー
ムにおいてキャリア形成支援事業を実施するなど、若年者向け
の就業支援施策は多岐にわたる。これらの事業はそもそもの目
的や歴史的背景が異なるとはいえ、直接の実施主体が異なる等
の理由から重複する部分があったり、一貫性を欠いたりするな
どの問題を抱えている。
　将来的には、若年者に対する就業支援施設を集約する必要が
あると考える。その端緒として、厚生労働省が大都市圏に設置
しているヤングハローワーク等の運営を一括して民間に任せ、
民間が得意とするキャリアカウンセリング技術を生かし、ま
た、世の中に散在している求人情報や派遣情報などを含む多様
な就業チャネルも活用しながら、効率的で成果のあがる就業支
援を行う必要があると考える。
　なお、若年者の中には、将来的に公的支援から切り離し、民
間のサービス（＝事業主または個人等による受益者負担）によ
り運営できる可能性のある層が一定の割合で存在するものと思
われる。

２―３６
c

（一部
a）

（厚生労働省）
　職業紹介業務については、憲法に規定される勤労権の保障やILO第88号条約を遵守する観点か
ら、利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本的なセーフティネットとして全
国的なネットワークで行う必要があること、国として行う必要のある雇用保険や事業主指導の業
務は、職業紹介と一体的に行わなければ制度の実効性が担保できないこと等から、国が直接実施
する必要がある。
　なお、ご提案内容を踏まえ、若年者向けの就職支援事業（若年者版キャリア交流プラザ）につ
いて、以下の内容により、公設民営方式で市場化テストのモデル事業の対象とすることとする。
・「ハローワーク」を冠した名称とする。
・求人者が了解するハローワーク求人を活用できるものとする。
・委託費には登録者の就職の評価を含めるものとする。
・１カ所とする。

　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号
において、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが
規定されており、同法第８条において、公共職業安定所が、職
業紹介、職業指導等の業務を行うことが規定されている。その
他、職業安定法第２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法
律、障害者の雇用の促進等に関する法律等において、国又は公
共職業安定所が行うべき職業紹介業務が規定されている。
　若年者向けの就職支援事業（若者版キャリア交流プラザ）に
ついては、特段想定されない。

若年者版キャリア交流プラザに
ついては、
・「ハローワーク」を冠した名称と
する。
・求人者が了解するハローワー
ク求人を活用できるものとする。

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策
定する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競
争入札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を
実現し得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮す
べき内容であると考えられるため、その中で検討するこ
ととなるが、現段階においては、現行の公共職業安定所
の施設単位の直接費及び間接費については、施設単位
で、あるいは直接、間接の区分で算出していないため、
提示不可。

―
若年層向け職業支

援事業
現在ハローワークが行なっている事業のうち主に概ね30代未満の若年層に対す
る職業紹介・職業訓練・相談事業。（もしくはジョブカフェ事業）

トライアル雇用制度の活用だけでは、若年層の就労意欲と機会
は生まれないと考える。それに合わせて､職業への理解を促進
する仕組みを官民競合して考え出していく必要がある。

２―３７ d

（厚生労働省）
高校生に対する職業紹介事業については、民間の職業紹介事業者であっても、既に実施すること
が可能であり、民間の職業紹介事業者を活用するかどうかについては、各学校の判断事項であ
る。

― ― ― ―
高校生のキャリア
教育支援事業

１．学校任せの職業教育訓練機会の代行と職業情報・就職情報の提案
（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟｱﾚﾝｼﾞ、職業ｶｳﾝｾﾗｰ派遣、職業紹介、求人企業紹介、企業ﾆｰｽﾞに
合った教育訓練）
２．職業教育・進路指導の人材関連企業活用
（ｷｬﾘｱ教育の年間運営、進路指導者・教師の啓蒙、ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾗｰの派遣、職業教
育のﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ企画・運営　等）
３．民間人校長、教師の紹介と再就職支援
（専門分野の民間人活用）

１．教科書的な職業指導から民間の実績を背景にしたキャリア
カウンセリングによる就労観・職業観の醸成が若年者の失業率
低減に効果大。
２．企業ﾆｰｽﾞに基づく職業訓練やｲﾝﾀｰﾝｼﾌﾟの導入により学校の
ｵﾘｼﾞﾅﾘﾃｨ造り、ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞをサポート
３．民間のノウハウを活用し、職業教育による学生の「自律・
自立」を具現化する
☆職業観、就労観の確立には思春期における「仕事観と人生
観」に対する意識改革が急務。高校時代からの現実社会への理
解を促す。
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e
（文部科学省）
　ご提案の内容については、いずれも文部科学省の事務として実施されているものではないた
め、市場化テストの対象とすべき具体的な文部科学省の事務が存在しません。

d
（経済産業省）
　平成１７年度概算要求中の経済産業省のキャリア教育事業については、民間ＮＰＯ・企業等か
らの提案を公募し、実施する予定。

－ － － －

２―３８ c

（厚生労働省）
　現在、ハローワークが行っている業務については、憲法に規定される勤労権の保障やILO第88号
条約を遵守する観点から、利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本的なセー
フティネットとして全国的なネットワークにより国が直接実施する必要がある。

　職業安定法第５条第３号において、無料の職業紹介事業を政
府の業務として行うことが規定されており、同法第８条におい
て、公共職業安定所が、職業紹介、職業指導等の業務を行うこ
とが規定されている。その他、職業安定法第２章等において、
国又は公共職業安定所が行うべき職業紹介業務が規定されてい
る。

― ―
①ー２において既に述べたとおり、ご要望については、
市場化テストの対象とすることはできない。

「民間委託の就職
相談事業」

「現在ハローワークが実施している就職斡旋事業の内、相談事業について民間
に委託することによって　①長期失業者の発生をおさえ、失業率のいっそうの
改善を目指す
②若年層の適職診断と早期就職の達成を実現する」

1.　現行のハローワークの紹介事業は、1日当たりの来訪者が
多く（例：都心のハローワークの来訪者、一日当り1000人～
1500人）個別の相談時間がとりにくい状況にあると聞いてい
る。
ここに、就職活動中の方々に専門的な知識のあるｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが個
別相談に応じることによって、早期の就職の実現をはかり、失
業率の改善策をはかると共に、雇用保険の失業手当の受給を引
き下げることが出来る。
2.　1～5年にわたる長期失業者の方々の9割は、実際に個別の
相談を受けていないのが実状である。長期失業者になる前に個
別相談に親身になって乗ることが出来れば、現状よりも短期で
就職することにより、雇用状況が改善されると考えられる。
3.　方法としては、雇用保険の受給者に１人3回分の相談チ
ケットを配分し、そのチケットはハローワークで使っても良い
し、民間の紹介事業各社で使ってもよいこととする。
「鉄は熱いうちに打て」というように失業となった早期の時点
で　①将来の人生設計　②適性把握　③就職への最短の道を示
す、　ことによって失業率は改善されると考えている。相談が
紹介につながるケースが増えることが望ましい。

２―３９ c

（厚生労働省）
　現在、ハローワークが行っている職業紹介業務については、憲法に規定される勤労権の保障や
ILO第88号条約を遵守する観点から、利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本
的なセーフティネットとして全国的なネットワークで行う必要があること、国として行う必要の
ある雇用保険や事業主指導の業務は、職業紹介と一体的に行わなければ制度の実効性が担保でき
ないこと、雇用保険業務については、失業の認定・給付、適用等行政処分にあたる業務が含まれ
ており、このような業務についてはそもそも民法上の委託契約のみで実施することはできないこ
と、濫給を防止する観点から雇用保険の保険者として財政責任を負う国が行うことが適当である
こと等から、国が直接実施する必要がある。

　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号
において、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが
規定されており、同法第８条において、公共職業安定所が、職
業紹介、職業指導等の業務を行うことが規定されている。その
他、職業安定法第２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法
律、障害者の雇用の促進等に関する法律等において、国又は公
共職業安定所が行うべき職業紹介業務が規定されている。
　雇用保険業務に係る法令としては、雇用保険法があり、同法
第２条第１項において、「雇用保険は、政府が管掌する」こと
とされているほか、同法第２章、第３章及び第７章の規定並び
にその他関係法令の規定により、例えば、失業の認定、失業等
給付の支給、返還命令、給付制限、被保険者資格の確認といっ
た業務について、厚生労働大臣又は公共職業安定所長等が行う
こととされている。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策
定する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競
争入札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を
実現し得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮す
べき内容であると考えられるため、その中で検討するこ
ととなるが、現段階においては、
①現行の公共職業安定所の施設単位の直接費及び間接費
については、施設単位で、あるいは直接、間接の区分で
算出していないため、提示不可。
②その他の事項については、公共職業安定所全体であれ
ば、可能な範囲について、把握後速やかにお示しするこ
とが可能である。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望については、
市場化テストの対象とすることはできない。

シニアハローワー
ク事業

シニア専門（４０歳以上）の無料職業紹介事業及び有料の再就職支援事業（公
設民営方式）
※当初は既存のハローワーク内に併設
①求人の受付
②新規求人開拓
③新規雇用の提案・創設
④企業向けセミナーの開催
⑤企業交流会の開催
⑥ボランティアスタッフの登録
⑦新規雇用形態の提案
⑧キャリアカウンセリング
⑨就職セミナー
⑩各種助成金の相談
⑪雇用保険の給付
⑫再就職支援事業

少子化高齢化が急速に進み、更には「終身雇用制」が完全に崩
壊した現在の労働市場において中高年を取り巻く環境は厳し
く、改善の兆しが見えません。中長期的な視点に立てば、40代
～60代の中高年の労働力を有効活用し、積極的に雇用する為の
「新たなビジネスモデル」を構築する事は急務と言えます。現
在の再就職支援事業や助成金の給付は対処療法の域に留まって
います。「民」のノウハウを活用して受け入れ先企業へ積極的
提案を行い「官」が後方支援するスキーム「新たな雇用を創設
する恒久的な事業」がいま求められています。

２―４０ e
（厚生労働省）
シルバー人材センターは、公益法人であって、当該法人の業務は国や地方公共団体が行わせてい
る業務ではないことから、市場化テストの対象とはならないものである。

― ― ― ―
民間版シルバー人
材センター

短期請負事業及び人材紹介/請負者であるシルバー人材センターを民間が耐えう
る利益性を確保することにより、一気にマッチングが高まり、中高齢者の（特
にブルーカラーに於ける短期市場）就業支援に繋がると考えたため。

ﾌﾞﾙｰｶﾗｰの軽作業派遣や短期派遣で実績が有り、且つ多店舗展
開をしているため、本事業は参入しやすいと考えております。
顧客開拓や作業マッチングに強みが有り、高年齢層の就業促進
が出来ると考えております。
又、全国1866箇所、年間契約金額2900億円、加入会員76万人と
いう巨大市場を利益率（手数料）6％で行っているので、民間
には参入障壁であるが、利益性を持って開放すれば必ず就労数
も増えると考えるため。
又グループ会社で培ったﾎﾜｲﾄｶﾗｰにおけるシニア層の派遣・紹
介も実績として有ります。

２―４１ c
（厚生労働省）
一般の求職者に対して、テレビ面接サービス事業を行うことは考えていない。

― ― ― ―
テレビ面接サービ
ス事業

現在公共職業安定所が実施している求職者支援事業のうち、特に面接に関して
ＴＶ面接システムを導入する。公共職業安定所のＴＶ面接端末として広く民間
事業所や公共機関、独立行政法人などに設置し、公共職業安定所に行かなくて
も各種相談やカウンセリング手続きの説明、求職票の受付などの対応を行う
サービスを事業化する。将来的には、このＴＶ面接システムインフラを活用し
た求人求職の面接サービス実現を目指す。民間端末設置事業者にはしかるべき
証を掲示し利便性をＰＲする。草の根e-ラーニングの端末としても可能性が広
がります。

現行の求職者の支援事業は各職業安定所への来社が中心となっ
ており、時間的・距離的にも別途時間がかかり、利便性に問題
がある。各公共職業安定所にＴＶ面接端末を設置すれば民間の
ＴＶ面接システムネットワークを活用した求職者の支援が可能
となり利便性を改善できる。単なる手続きだけではなく、カウ
ンセリングやケアサービスにも活用が可能である。公設に民
営・公営のネットワークを付加することで情報の共有がまし、
結果入職率も高まる。

２―４２ c

（厚生労働省）
（１）公共職業訓練事業については、
①　職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第５条第１項に基づく職業能力開発基本計
画（平成１３年厚生労働省告示第１９９号）において自ら職業訓練を実施するに当たっては、
「ニーズがありながら民間部門では実施を期待し難い、又は実施していない分野」に限定するこ
とをその基本的方針としていること
②　特殊法人等整理合理化計画（平成１３年１２月閣議決定）においては、
・地方公共団体や民間教育訓練機関との適切な役割分担を図る観点から、機構の行う在職者訓練
は、真に高度なもののみに限定して実施し、地方や民間で可能な訓練は、機構の業務としては速
やかに廃止することとしていること
・民間教育訓練機関との適切な役割分担を図る観点から、機構の行う離職者訓練は、その地域に
おいて民間では実施できないもののみに限定して実施し、民間委託の拡大を図っていること
とされているところから、国は、民間では実施を期待し難い分野における職業訓練を実施してい
るところであり、活かすべきノウハウのない民間の活用は考えられないことから、民間開放や市
場化テストの対象とすることは不適当と考えている。なお、国は、公共職業訓練の訓練コースに
ついて随時ニーズに対応するため訓練コースの新設・改廃やカリキュラムの見直しを実施してい
る。
（２）公共職業能力開発施設を所有し、訓練を実施している独立行政法人雇用・能力開発機構
は、中期目標・中期計画に基づき、平成１９年度末までに一般管理費及び業務経費の１５％以上
削減や常勤職員６００名削減等が課されているところであり、その業務について、最大限効果
的・効率的な実施に努めているところである。

― ― ― ―
職業能力開発／教
育事業

「現在、独立行政法人雇用能力開発機構が行っている、職業能力開発事業」

「現行の公共能力開発施設の運営は、効率／コストの面でも問
題を有しており、これを民間に開放し、オンライン教育等を活
用することとすれば、コスト削減で改善が図り得る。」

（３）オンライン教育を活用した公共職業訓練についてのご提案については、
・国の行う公共職業訓練は地方や民間で実施できない真に高度なものに限定すべきとされてお
り、そのようなものにオンライン教育がなじむのかどうか不明であること。
・通所による訓練と比較した場合、特に無料で実施する離職者訓練にあっては、モチベーション
の維持や訓練効果の観点からも疑問が残ること（安易な中途挫折の危険が高い）
・実技訓練の取扱いが問題となること
といった点から慎重に検討するべきであり、現在の通所による訓練そのものを直ちにオンライン
教育に置き換えるのは困難である。
（４）なお、オンライン教育については、そもそも現存しない制度を新たに構築するという提案
であり、当該提案については、官が行っている業務について民と競うという市場化テストの趣旨
と異なる。
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２―４３ a

（厚生労働省）
国民年金の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民間開放することは困難であるが、非権
力的な電話・戸別訪問による納付督励業務及び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テス
トの対象とする。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法上はない
が、公権力の行使となる業務を民間委託することについては、
法律改正が必要。

具体的な内容が分かり次第、
措置の必要性について検討し
たい。

求められている情報の具体的内容が分かり次第、開示で
きるかどうかについてお示ししたい。

これらの事項については、市場化テストに関するガイド
ライン、官民競争入札の実施に関する方針、サービスの
コスト削減等を実現し得る評価基準、契約条件等を策定
する中で考慮すべき内容であると考えられ、その中で検
討することとなる。

国民年金未納者に
対する徴収事業

現在、社会保険庁が行っている国民年金の未納者に対する徴収

国民年金の納付率のアップが喫緊の課題となっております。03
年の未納率は、36.6％、特に、20歳代の未納率は51.4％となっ
ており、若年層に未納者が多いのが現状であります。厚生労働
省のおいては、07年度には納付率80％を目標に掲げております
が、未納率が現状のまま推移すれば、年金制度事態の存続が危
ぶまれます。管理回収の専門家であるサービサーに委託するこ
とにより、納付率のアップが実現致します。

（法務省）
【現行の法規制等の内容について】
　債権回収会社の取り扱うことのできる対象債権は一定の範囲
内に限定され，「特定金銭債権」と定義されている（債権管理
回収業に関する特別措置法第２条）。社会保険料は特定金銭債
権ではない。
【関連する規制改革措置の内容】
　債権管理回収業に関する特別措置法附則第７条において，こ
の法律の施行後５年を目途として，この法律の実施状況等を勘
案しつつ検討が加えられるものとされており，本年が施行後５
年目に当たることから，ユーザー等からのヒアリング等の調査
を行い，実情・ニーズの把握に努めているところである。
　なお，当該事業を債権回収会社が行うことを可能とする制度
とする場合，現在，これらの債権については滞納処分を行うと
されている点について，所要の整備を要するものと思料する。

２―４４ a

（厚生労働省）
国民年金の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民間開放することは困難であるが、非権
力的な電話・戸別訪問による納付督励業務及び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テス
トの対象とする。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法上はない
が、公権力の行使となる業務を民間委託することについては、
法律改正が必要。

―
基本的には、開示できる情報である。ただし、延滞者に
対する回収実績等については、具体的内容が分かり次
第、開示できるかどうかについてお示ししたい。

― 債権回収事業 社会保険庁が実施している国民年金未納者に対する回収受託事業

｢年金未納者｣に対する回収対応は、社会保険庁の職員等の不足
もあり、思うように進んでいないのが現状だと推察される。こ
の回収業務を、経験豊富な民間サービサーへ委託することによ
り、大幅に回収が進むものと思われる。例えば、平日はもちろ
ん土曜・日曜・祝日も平日同様に夜間架電(8時～21時まで)を
実施することにより、未納者との連絡がとれ、支払いにつな
がっていくと思われる。

（法務省）
【現行の法規制等の内容について】
　債権回収会社の取り扱うことのできる対象債権は一定の範囲
内に限定され，「特定金銭債権」と定義されている（債権管理
回収業に関する特別措置法第２条）。社会保険料は特定金銭債
権ではない。
【関連する規制改革措置の内容】
　債権管理回収業に関する特別措置法附則第７条において，こ
の法律の施行後５年を目途として，この法律の実施状況等を勘
案しつつ検討が加えられるものとされており，本年が施行後５
年目に当たることから，ユーザー等からのヒアリング等の調査
を行い，実情・ニーズの把握に努めているところである。
　なお，当該事業を債権回収会社が行うことを可能とする制度
とする場合，現在，これらの債権については滞納処分を行うと
されている点について，所要の整備を要するものと思料する。

２―４５ a

（厚生労働省）
国民年金及び厚生年金保険の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民間開放することは困
難であるが、国民年金の徴収業務のうち、非権力的な電話・戸別訪問による納付督励業務及び保
険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テストの対象とする。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法及び厚生年
金保険法上はないが、公権力の行使となる業務を民間委託する
ことについては、法律改正が必要。

これらの事項については、市
場化テストに関するガイドラ
イン、官民競争入札の実施に
関する方針、サービスのコス
ト削減等を実現し得る評価基
準、契約条件等を策定する中
で考慮すべき内容であると考
えられ、その中で検討するこ
ととなる。

基本的には開示できる情報であるが、地域分布について
は、その具体的内容が分かり次第、開示できるかどうか
についてお示ししたい。

―
年金未納者に対す
る回収受託事業

現在社会保険庁が行っている年金保険料徴収業務のうち、未納者からの回収を
受託する事業

現状、年金保険料の未納が社会問題化しているが、これは制度
的問題点だけでなく、回収ノウハウの乏しさや、回収に対する
インセンティブがないことも一因と思料する。
サービサー会社は回収に関するノウハウを有しており、サービ
サー会社に回収を委託することによりそのノウハウを活用市，
効率的な回収が可能となる。
またサービサー会社は法務省の許可会社であり、回収行為につ
いても厳格な規制があり、強引な取立て等社会的批判を受ける
ことはない。

（法務省）
【現行の法規制等の内容について】
　債権回収会社の取り扱うことのできる対象債権は一定の範囲
内に限定され，「特定金銭債権」と定義されている（債権管理
回収業に関する特別措置法第２条）。社会保険料は特定金銭債
権ではない。
【関連する規制改革措置の内容】
　債権管理回収業に関する特別措置法附則第７条において，こ
の法律の施行後５年を目途として，この法律の実施状況等を勘
案しつつ検討が加えられるものとされており，本年が施行後５
年目に当たることから，ユーザー等からのヒアリング等の調査
を行い，実情・ニーズの把握に努めているところである。
　なお，当該事業を債権回収会社が行うことを可能とする制度
とする場合，現在，これらの債権については滞納処分を行うと
されている点について，所要の整備を要するものと思料する。
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２―４６ a

（厚生労働省）
国民年金の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民間開放することは困難であるが、非権
力的な電話・戸別訪問による納付督励業務及び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テス
トの対象とする。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法上はない
が、公権力の行使となる業務を民間委託することについては、
法律改正が必要。

― ― ―

 社会保険庁の業
務受託業務（国民
年金未納者に対す
る回収業務の受託
＜以下本件回収業
務という＞）

提案の内容

  本件回収業務は、当社においては当社のサービサーとしての集金代行業務、
当社が雇用している社会保険労務士を活用して国民年金未納者に対するコンサ
ルタント及びカウンセリング業務、当社の大株主である弁護士と提携して法律
事務としての回収業務を行う。現行上の阻害要因はない。
　社会保険庁の意向により、三者連合によりただちに国民年金未納者に対する
文字どおりの本件回収業務の受託が可能である。

  なお、当社は、常時数万件の集金代行業務、債権回収業務の遂行可能なコン
ピュータシステムを所持しており、かつ上記システムの能力を数倍に増加させ
ることは容易である。

（法務省）
【現行の法規制等の内容について】
　債権回収会社の取り扱うことのできる対象債権は一定の範囲
内に限定され，「特定金銭債権」と定義されている（債権管理
回収業に関する特別措置法第２条）。社会保険料は特定金銭債
権ではない。
【関連する規制改革措置の内容】
　債権管理回収業に関する特別措置法附則第７条において，こ
の法律の施行後５年を目途として，この法律の実施状況等を勘
案しつつ検討が加えられるものとされており，本年が施行後５
年目に当たることから，ユーザー等からのヒアリング等の調査
を行い，実情・ニーズの把握に努めているところである。
　なお，当該事業を債権回収会社が行うことを可能とする制度
とする場合，現在，これらの債権については滞納処分を行うと
されている点について，所要の整備を要するものと思料する。

２―４７ a

（厚生労働省）
国民年金、厚生年金保険及び政府管掌健康保険の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民
間開放することは困難であるが、国民年金の徴収業務のうち、非権力的な電話・戸別訪問による
納付督励業務及び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テストの対象とする。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法、厚生年金
保険法及び健康保険法上はないが、公権力の行使となる業務を
民間委託することについては、法律改正が必要。

― ― ―
年金保険料、国
税、健康保険料の
管理回収

未納者を対象とした年金保険料、国税、健康保険料、等の管理回収
未納者に対する支払督促は手間が掛かり、公的機関が行うには
非効率と考える

（法務省）
【現行の法規制等の内容について】
　債権回収会社の取り扱うことのできる対象債権は一定の範囲
内に限定され，「特定金銭債権」と定義されている（債権管理
回収業に関する特別措置法第２条）。国税，社会保険料は特定
金銭債権ではない。
【関連する規制改革措置の内容】
　債権管理回収業に関する特別措置法附則第７条において，こ
の法律の施行後５年を目途として，この法律の実施状況等を勘
案しつつ検討が加えられるものとされており，本年が施行後５
年目に当たることから，ユーザー等からのヒアリング等の調査
を行い，実情・ニーズの把握に努めているところである。
　なお，当該事業を債権回収会社が行うことを可能とする制度
とする場合，現在，これらの債権については滞納処分を行うと
されている点について，所要の整備を要するものと思料する。

２―４８ a

（厚生労働省）
国民年金の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民間開放することは困難であるが、非権
力的な電話・戸別訪問による納付督励業務及び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テス
トの対象とする。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法上はない
が、公権力の行使となる業務を民間委託することについては、
法律改正が必要。

これらの事項については、市
場化テストに関するガイドラ
イン、官民競争入札の実施に
関する方針、サービスのコス
ト削減等を実現し得る評価基
準、契約条件等を策定する中
で考慮すべき内容であると考
えられ、その中で検討するこ
ととなる。

基本的には開示できる情報である。
求められている措置の具体的内容が分かり次第、措置の

必要性について検討したい。
「国民年金保険料
徴収事業」

「社会保険庁の国民年金事業のうち、保険料徴収に関する事務」

「国民年金保険料の徴収について、これを民間が、未納分の回
収作業、及び、カード決済、コンビニ収納といった方式を実施
することとすれば、支払方法の多様化など決済、遅延解消など
の点で改善が図り得る。」

－

（財務省）
徴収対策として支払方法の多様化を検討する場合、国民年金法令を所管する厚生労働省及び国民
年金事業を実施する社会保険庁において、国民年金保険料の国庫収納という法律要件と法律効果
の発現との関係等をどのように整理するか等の課題があると思われるため、厚生労働省又は社会
保険庁において、徴収対策として支払方法を多様化する必要性やそれに伴う課題等をどのように
整理するかについて、十分検討していただく必要がある。

会計制度所管官庁としての財務省としては、開示する情
報は、ない。

クレジットカードによる収納については、カード分割決
済時や決済不能時、カード偽造等の場合において、反則
金及び罰金の国庫収納という法律要件と法律効果の関係
等をどのように整理するか等のクレジットカード固有の
課題があるため、徴収対策として実施する場合、警察庁
及び法務省において、その必要性やクレジットカード固
有の課題をどのように整理するか等について、十分検討
していただく必要がある。
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（法務省）
【現行の法規制等の内容について】
　弁護士は基本的人権の擁護と社会正義の実現とを使命とし、
ひろく法律事務全般を行うことを職務とするものとして、わが
国の法律秩序が形成されているのであるが、弁護士法第７２条
は、弁護士でない者が他人の法律事件に介入することを業とす
れば、当事者その他関係人らの利益を損ね、国民の公正な法律
生活を侵害し、ひいては法律秩序を害することになるから、こ
れを禁止するために設けられたものであり、当該規定は、現在
においても合理性、必要性を有する規定と考えている。社会保
険庁の国民年金事業のうち保険料徴収に関する事務は法律事件
に該当するものである。
　ただし、他の法律に別段の定めがある場合は、この限りでは
ないとしており（弁護士法第７２条後段）、他の法律に定めを
置く場合には、同法自体の改正は必要ないものと思料する。
　また，債権回収会社の取り扱うことのできる対象債権は一定
の範囲内に限定され，「特定金銭債権」と定義されている（債
権管理回収業に関する特別措置法第２条）。国民年金保険料は
特定金銭債権ではない。
【関連する規制改革措置の内容】
　司法制度改革のための裁判所法等の一部を改正する法律（平
成１５年法律第１２８号）において、弁護士法第７２条の例外
が弁護士法以外の法律に存することを同条ただし書に明記した
（平成１６年４月１日施行）。
　また，債権管理回収業に関する特別措置法附則第７条におい
て，この法律の施行後５年を目途として，この法律の実施状況
等を勘案しつつ検討が加えられるものとされており，本年が施
行後５年目に当たることから，ユーザー等からのヒアリング等
の調査を行い，実情・ニーズの把握に努めているところであ
る。

２―４９ a

（厚生労働省）
国民年金の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民間開放することは困難であるが、非権
力的な電話・戸別訪問による納付督励業務及び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テス
トの対象とする。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法上はない
が、公権力の行使となる業務を民間委託することについては、
法律改正が必要。

―
基本的には開示できる情報である。ただし、必要な個人
情報については、具体的内容を確認の上、提供する情報
の範囲を検討したい。

これらの事項については、市場化テストに関するガイド
ライン、官民競争入札の実施に関する方針、サービスの
コスト削減等を実現し得る評価基準、契約条件等を策定
する中で考慮すべき内容であると考えられ、その中で検

討することとなる。

社会保険関連
現在社会保険庁が実施している、保険料徴収業務と当該業務に必要な個人情報
の開示

現行の社会保険庁で実施している保険料徴収業務は、2002年度
の機関事務制度廃止後に全国3000以上ある市町村から全国
312ヶ所の社会保険事務所に移り、①人手不足等による徴収成
績の落ち込み、②1ヶ月から24ヶ月までの未納者の急増、など
の課題が発生している。
民間金融機関が保険料徴収業務を実施することで、債権回収ノ
ウハウを活用した徴収が可能となり、社会保険庁の人員負担軽
減とともに徴収成績の改善が図られる。

２―５０ a

（厚生労働省）
国民年金の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民間開放することは困難であるが、非権
力的な電話・戸別訪問による納付督励業務及び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テス
トの対象とする。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法上はない
が、公権力の行使となる業務を民間委託することについては、
法律改正が必要。なお、国民年金法第９２条に基づき、政令に
おいて保険料を納付する際の納付書の添付について規定してい
るが、提案の様々な収納サービスについて、官側が政令で制限
するということはない。

これらの事項については、市
場化テストに関するガイドラ
イン、官民競争入札の実施に
関する方針、サービスのコス
ト削減等を実現し得る評価基
準、契約条件等を策定する中
で考慮すべき内容であると考
えられ、その中で検討するこ
ととなる。

１については、基本的には開示できる情報である。ただ
し、民間に委託できる業務機能の範囲については、今後
検討することとなる。２については、精査が必要であ
り、合理的な期間内に開示したい。

法的な制約以外に、慣例的に行われていることで、業務
の効率化を妨げていることは特にない。

国民年金の保険料
収納事業

「現在社会保険庁が実施している国民年金の保険料徴収事業のうち、納付通
知・収納・収納確認に関する事務」

官から民への業務移行によって保険料の効率的な収納率向上を
考える際、徴収業務を「賦課・調定」「納付通知」「収納」
「収納確認（消込）」「督促」「滞納処分」等に分割した上
で、「企業間競争から生まれる創意工夫や努力」が活かされる
業務から段階的に移行するのが得策である。
　現在は「督促」「滞納処分」が注目されているが、民側では
「納期内の収納」を常としており、適切なタイミングでの納付
案内や納付方法の多様化・電子化で収納率を向上している。年
金保険料でも従来の収納方法のほか、コンビニ収納、マルチペ
イメントネットワーク収納が実施されているが、あくまで「社
会保険庁が行う収納業務の代行」であり、利用できる収納方法
が限られるとともに、社会保険庁内の業務手順や情報システム
を、収納方法が増える毎に改定する必要がある。
　よって、徴収業務の内、まず「納付通知」「収納」「収納確
認（消込）」を包括的に民側に開放し、収納に係る社会保険庁
側の業務手順やデータ連携方法を情報システム等で標準化（プ
ラットフォーム化）することで、適切なタイミングでの納付案
内、多様な収納方法の提供（クレジット収納や他の料金等との
合算収納を含む）など、民側の創意工夫を活かした収納サービ
スが提供されるようにする。そして、将来的には「督促」まで
含めた徴収業務全体について包括的に民側に開放する。

２―５１ ａ
（厚生労働省）
未加入事業所の加入促進事業のうち、公権力の行使となる業務を民間開放することは困難である
が、非権力的な巡回説明業務等の包括的委託を市場化テストの対象とする。

民間へ業務委託できない明文の法規制は厚生年金保険法上はな
いが、公権力の行使となる業務を民間委託することについて
は、法律改正が必要。

市場化テストに関するガイド
ライン、官民競争入札の実施
に関する方針、サービスのコ
スト削減等を実現し得る評価
基準、契約条件等を策定する
中で考慮すべき内容であると
考えられ、その中で検討する
こととなる。

未加入事業所に関する情報について、業務委託先に対し
ては合理的期間内でお示しすることとしたい。但し、補
助金算定基礎となる加入済事業所からの徴収保険料額に
関する情報については、その内容を確認した上で、対応
を検討する。

―
「社会保険未加入
事業所に対する加
入促進事業」

現在、社会保険庁およびその地方関係機関が行なっている社会保険の未加入事
業所に対する加入促進事業

 厚生年金保険法の定めによると、すべての法人事業所と5人以
上の従業員がいる個人事業所は厚生年金に加入する義務があ
る。しかしながら、実際には保険料負担を嫌って厚生年金の加
入手続きをとらない事業所が少なくない。保険料を徴収する社
会保険庁の調べでは、2002年度に新規に開業した約9万6000の
事業所のうち18％が加入していなかったとのことである。
　勤め先の事業所が厚生年金に加入していないと、そこで働く
従業員は公的年金に未加入・未納になる場合が多く、公的年金
が空洞化する一因となっている。社会保険庁は事業所が制度に
加入した後で保険料を滞納すれば厳しく取り立てる一方、未加
入の事業所に対しては事実上放任しているため、「加入しない
方が楽」と未加入を選ぶ事業主が多いのが現状である。
そこで、厚生労働省・社会保険庁は厚生年金に加入しない事業
所を強制的に加入させる「職権適用」を今年度中に実施する方
針を決め、地方の関係機関に通知した。今秋から会社の登記簿
や労働保険の加入リストと厚生年金に加入している事業所を突
き合わせて、未加入の事業所を洗い出し、職員が巡回指導した
り、経営者を呼び出したりして加入を求める。それでも加入し
ない場合は、２０人以上の事業所を年末までに「重点指導の対
象」としてリストアップし、さらに戸別訪問するなどして強く
指導。それでも応じない場合は、０４年度内に強制加入に踏み
切るとのことである。
 村瀬清司社会保険庁長官は２０人以上の事業所に限定した点
につき「要員や体制の問題もあり、効率的なところからやって
いかざるを得ない」と話している。しかし、未加入の事業所・
法人の大半は従業員が１０人以下の中小零細企業で、２０人以
上は少数である。
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　そこで、社会保険庁で加入指導に割り当てる要員が不足して
いるならば、当該加入促進事業を厚生労働省から認可を受けた
特定の社労士法人に委託すべきではないかと考える。社労士法
人に委託するメリットは大きく３つ挙げることができる。
 １つは、強制加入後の徴収管理能力である。「職権適用」は
公的年金の空洞化に歯止めをかける狙いがあるが、強制加入に
あたり、社会保険事務所が職権で従業員１人ひとりの給与を調
べて保険料の額を決めるなどの作業は極めて繁雑であり、加入
後も非協力的な事業主から保険料を徴収し続けるのは困難が予
想される。この強制加入を社会保険庁だけで実施するには、強
制措置後の徴収管理体制の確立が課題になる。ところが、長官
の発言にもあったように、社会保険庁では加入促進に係わる人
員を十分確保できておらず、このままでは強制加入したが加入
後の事業主に対する十分なフォローができない事態が生じる恐
れがある。当然、その後の入退社手続きもしっかりとフォロー
しなければ保険料徴収が危うくなってくる。ところが、厚生年
金に加入していれば、事業主が保険料を納めなくても従業員は
納付したとみなされ、年金を受け取ることができる。つまり、
強制加入させても保険料がきちんと納められなければかえって
年金財政が悪化することも考えられるのである。また、当該未
加入事業所の多くは、社会保険事務を専任で担当する事務員が
いることは少ない。したがって、社会保険庁の職員による加入
が強制された場合に、当該加入手続きを行うのも社会保険庁の
職員ということになればその事務処理の煩雑さは測り知れな
い。そこで、当該事業を厚生労働省や社会保険庁が今後協議し
て定める規模や財務状況、実績等の一定の要件を満たして認可
を受けた社会保険労務士法人（以下、「特定社労士法人」とい
う）に加入の促進から徴収の管理まで一括して委託すれば、特
定社労士法人に所属する専門的知識を持った社会保険労務士
（以下、「社労士」という）が加入義務の説明や新規適用手
続、その後の入退社手続きの代行、保険料の徴収指導まで行
い、もって社会保険事務所の職員の労力や時間を割くことな
次に保険料徴収額の増加が挙げられる。当該事業に参入する

特定社労士法人に対する対価は、未加入事業所への適用促進
が、年金の空洞化を防止し、未納率を低下させることを目的と
する以上、当該事業の成果は保険料徴収額で計られるべきであ
る。そこで、特定社労士法人が加入させた事業所から徴収され
た社会保険料の５％相当額を補助金（以下、「加入促進補助
金」という）として当該社労士法人に支給すればよいと考えて
いる。とすれば、当該事業に参入する特定社労士法人は、社会
保険事務所の委託に基づき、できるかぎり多くの未加入事業所
を加入するよう積極的な促進活動を展開すると考えられ、同時
に加入後の事務処理のフォローも万全を期して行なっていくこ
とが想定される。したがって先述した強制加入後、放置された
ままになったり、保険料が徴収されなかったりする事態を回避
でき、確実な保険料徴収を期待できると考えるのである。
　さらに、社労士試験合格者の雇用受け皿の拡充という観点か
らも当該事業の特定社労士法人への委託は有用である。現在、
開業している社労士は、17,787人であるが、試験合格者が累計
62,967人であるから、開業率は約28％という低い水準となって
いる。また、昨年4月から認められた社労士法人の設立数も全
国で63法人となっており極めて少ない。このように試験合格率
が平均9.4％という難関試験でありながら、試験を突破した者
の3分の2以上の者がこの資格を業として活かすことができてい
ない現状は、専門的知識をもつ社会保険・労働保険のスペシャ
リストを社会が活用できていないと言い換えることができるだ
ろう。また、社労士法人の設立数が少ないのも、中小企業事業
主を対象とした各種保険手続きの代行や労務管理指導では規模
や社会的信用はそれほど求められず、設立に要する費用や時
間、リスクを負担するに足る効果が得られないからであろう。
法人設立が法令化された趣旨は、「近年の社会経済情勢の著し
い変化と労働者の働き方や就業意識の多様化の進展に伴い、労
働及び社会保険諸制度についても大幅な整備改善が行われ、そ
の内容は、極めて複雑かつ専門的なものになっている。このた
め、これらの業務に熟達した社労士の活躍に対する要請は、量

このような状況の中で、社労士の行う業務の公共性、専門性及
び重要性にかんがみ、その職務内容等を充実するとともに資質
の向上を図ることは、きわめて重要な課題となっているところ
である。こうした最近の社労士制度を取り巻く状況の変化を踏
まえ、複雑化、多様化する国民の要請に的確に応えるため、社
労士法人制度を創設する」とのことであった。ところが、公的
年金制度に対する国民の信用を回復する社会的要請が強いにも
かかわらず、専門家たる社労士も活用されず、社労士法人の制
度も活用されず、試験に合格した有資格者が社労士事務所に就
職することかなわず、就職浪人となっている現状は誠に不可解
である。社会保険庁が加入促進に供する人員が不足していると
いうならば、この社労士の活用をもって加入促進活動を行なう
ことが最適と考えるのは至極当然である。これにより多くの社
労士法人が新設され、ここに雇用の受け皿が生じ、多くの有資
格者が雇用され雇用の拡充がなされることは、加入促進にとっ
ても社会的な人的資源の活用の観点からも重要であろう。以上
の3つの理由から、私はこの度の規制改革・民間開放推進会議
による「市場化テスト（官民競争入札）」の対象事業として、
現在、社会保険庁およびその地方関係機関が行なっている社会
保険の未加入事業所に対する加入促進事業を社労士法人に委託
する案を強く要望する次第である。

２―５２ a

（厚生労働省）
年金相談業務のうち、裁定請求書の審査業務など権利義務の確定に直接結びつく面談による年金
相談を民間開放することは困難であるが、年金電話相談センターの施設・設備を提供した上で、
年金電話相談センターの以下の業務を市場化テストの対象とする。
①被保険者等からの電話に対応し、必要に応じて被保険者等に氏名、基礎年金番号、生年月日等
を問い、本人確認した上で、社会保険庁が保有する個人情報にアクセスして行う年金相談業務
②電話による各種通知書等への問い合わせの対応

民間へ業務委託できない明文の法規制は、国民年金法及び厚生
年金保険法上はないが、裁定請求書の審査業務など権利義務の
確定に直接結びつく面談による年金相談については、年金の裁
定権者である国が責任を持って直接実施すべき事務であり、民
間委託になじまないものと考えている。

相談業務に必要な年金情報に
ついては、個人情報保護の措
置等を講じた上で提供する。
アクセスコストの共通化につ
いては、その具体的内容が分
かり次第、措置の必要性につ
いて検討する。

基本的には開示できる情報である。 基本的には開示できる情報である。 社会保険関連
現在社会保険庁が実施している、年金相談業務と相談業務に必要な個人情報の
開示

現行の社会保険庁で実施している年金相談業務においては、7
月実施のアンケートより、①窓口での待ち時間が長い、②窓口
での対面相談ニーズが高い、③複数回の相談を望む、ことなど
がわかっている。
今後、相談需要増への対応は必須であり、その際社会保険庁対
比民間で実施したほうが効率的。理由として①既存の有人拠点
が活用できる、②相談件数の増減に対するコストの柔軟性が高
いことが挙げられる。加えて、年金相談者に対し年金受給予定
額を踏まえたライフプランコンサルティングサービスの提供も
可能になる。

２―５３ a

（厚生労働省）
年金相談業務のうち、裁定請求書の審査業務など権利義務の確定に直接結びつく面談による年金
相談を民間開放することは困難であるが、年金電話相談センターの施設・設備を提供した上で、
年金電話相談センターの以下の業務を市場化テストの対象とする。
①被保険者等からの電話に対応し、必要に応じて被保険者等に氏名、基礎年金番号、生年月日等
を問い、本人確認した上で、社会保険庁が保有する個人情報にアクセスして行う年金相談業務
②電話による各種通知書等への問い合わせの対応

― ― ― ―
年金相談窓口業務
の事業

「現在、社会保険事務所が行なっている相談／問い合わせ事業」
「社会保険事務所の年金相談窓口業務において、２４時間/３
５６日対応やコールバック予約等、民間のCRMノウハウを活用
することによりCSの向上とコスト削減を図り得る。」
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２―５４ c

（厚生労働省）
 人事院等が開発している人事・給与システムの中で処理される業務については、職員自ら入力す
る行為及び決定する行為以外はシステム内で自動的に処理され、アウトソーシングされるような
業務は、ほとんどないようにシステム設計がなされているものと理解している。
　また、人事院が開発しているシステムは、当庁だけが導入するものではなく、全省庁が等しく
導入することを政府として決定しているものであることから、システム開発者である人事院等に
おいて、そのような業務があるかどうか判断いただくべきであると考えている。

― ―

人事院が開発している人事・給与システムの中で処理さ
れる業務については、職員自ら入力する行為及び決定す
る行為以外はシステム内で自動的に処理され、アウト
ソーシングされるような業務は、ほとんどないようにシ
ステム設計がなされていると理解している。
　いずれにしても、システムが完成され導入した時点で
なければ、各種業務の形態が明確にできない状況にあ
り、現時点では情報を開示することは不可能である。

―
社会保険庁の人
事・給与関連事務

現在社会保険庁の庶務課等が実施している職員の勤怠管理・給与計算・保険･税
金関係処理等の事務

社会保険庁における人事・給与関連事務は裁量性の少ない定型
的業務といえます。同事務を、人事労務管理の専門家である社
会保険労務士に一括して委ねることにより、行政事務の簡素効
率化と当該事務にかかるコスト削減を実現することができま
す。また、専門性を有する第三者の目が入ることによって、経
理の適正化も期待できます。

２―５５ ｄ
（厚生労働省）
書類の発送業務については、既に大部分を民間委託しているため、「措置済み」である。（な
お、郵便料金については適切に割引措置を実施済みである。）

― ― ― ― 通知書等発送業務

社会保険庁の書類発送業務（納付通知など）を、民間事業者が大量処理機器を
活用し、更なるコスト削減（複数差出人割引の活用など）を実施する提案書類
発送の主旨を鑑み、本人の手元まで送達すべきであるので、返戻郵便物につい
ては調査した上で再送するものとする。

　民間事業者の大量郵便物との融合による更なる割引率取得は
じめ、同封資材の個人別選択封入の利用により、明確なター
ゲット別に告知資材を封入するなど効率化と効果の両面を追及
する。送達すべき住所に所在するかを事前に確認を行い、無駄
な郵便料等を排除し、転出している場合は住民票調査をした上
で確実に送達を行う。

２―５６ ｄ

（厚生労働省）
入力業務については、既に大部分を民間委託しているため、「措置済み」である。その他の業務
については、提案されている内容が分かり次第、対応を検討したい。なお、年金電話相談セン
ターの業務を市場化テストの対象とすることとしている。

― ― ― ―
「現在,社会保険庁が実施している受付事業、住民基本台帳による生存確認事
業、入力事務委託事業、外部委託のブロック化事業」をご提案申し上げます

　現行の受付事業は、待ち時間があったり、現状のライフスタ
イルを考慮した際に、国民に対して利便性が悪い為、民間に委
託することにより、極端に言えば３６５日、24時間対応が可能
となる。
　現行の住民基本台帳による生存確認事業は、エリアの問題や
クレーム、同時に中高年者の失業率を考慮に入れ台帳の選定か
ら、調査員を中高年者の受け皿とし、より円滑な事業展開がで
きる為
　現行の入力委託事業は、毎回入札をし、特殊な入力スキルを
要求される際は、一から教育をする無駄な作業と金額がまちま
ちで新規参入が難しい状態である為、地域一括受託と基本設定
が大事である為
　現行の外部ブロック化事業は、本来事業運営を円滑に運ぶ受
託企業に委託する事により、専門性の向上と民間事業をモデル
とし運営する事により、国民へのサービス向上が図れるため。

２―５７ ｄ
（厚生労働省）
保育所については、平成１２年３月より設置主体の制限を撤廃しており、株式会社やＮＰＯ法人
等による保育所の設置を認めている。

○児童の保育サービスは、児童の健康を守りその心身の健全な
育成を図る観点から、認可保育所においては児童福祉施設最低
基準を満たす必要があると考えている。
○認可保育所については、平成１２年３月に、その設置主体に
係る制限を撤廃している。（「保育所の設置認可について」平
成１２年３月３０日児発第２９５号）

― ― ―
睦ネットワーク

（略称：M－net）

厚生労働省で行っている社会福祉事業及び雇用促進事業のうちの下記の事業
・児童福祉事業
・中高齢者雇用事業
・少子化対策事業
・新規雇用創造事業

２―５８ ｃ

（厚生労働省）
　稼働世帯の自立助長が十分に図られていないことから保護の適正化が求められているという問
題については、官より民が実施主体として適していることを示すものではなく、むしろ制度とし
ての問題である。その解消のため、今後は「自立支援プログラム」を導入することにより、効果
的な自立・就労支援策を実施する制度への転換を図ることとしている。また、当該取組を充実さ
せていく上で、地方自治体の管理の下で、より一層非常勤職員の活用や地域の社会福祉法人等民
間団体との連携やアウトソーシングを進めていく考えである。
　ただし、生活保護制度の実施については、認定から自立助長まで一貫したものであり、特に認
定については、申請者や被保護者の状況や地域の実情に応じて、保護の実施機関（都道府県・
市）の判断により行われるものであり、これは地域住民の福祉の増進を担う立場、給付費用の４
分の１を負担する立場等、保護の実施機関の責任において行政が行うべきものである。また、生
活保護の決定・実施については、個人の生活歴、家族状況、資産状況、健康状態、生活状況等を
把握する必要があることから、被保護者を含めた国民の信頼感が非常に重要である。
　こうした観点から、生活保護の決定や指導指示等の全般について民間委託することはできず、
市場化テストの対象とすることは適当でない。

　生活保護法第１９条第１項において、保護の決定・実施につ
いては、都道府県知事、市長及び福祉事務所を管理する町村長
が行うものと規定されており、その事務の委任については、同
条第４項において、保護の実施機関の管理に属する行政庁（社
会福祉法第１４条の規定により設置される福祉事務所が想定さ
れている。）に限ると規定されている。
　当該法規制の必要性・妥当性については、①－２のとおりで
ある。

― ―
①ー２において既に述べたとおり、ご要望については、市場
化テストの対象とすることはできない。

「生活保護活性化
事業」

「現在厚生労働省が所轄し、各地方自治体が法定受託事務事業として実施して
いる生活保護事業」
「生活保護事業のうち、特に審査、判定、相談等に関する事務」

　現行の生活保護事業は、稼動年齢層に限れば、いわば保護受
給権の既得権化による労働能力の不活用や社会生活への不参
加、公的扶助サービス提供における不公平感などといった問題
を引き起こしている。保護の適正化や公正化等の観点からこれ
以上官である福祉事務所に任せておく訳にはいかないと思う。
したがって民間の受託事業者が保護受給の期限を定め、その期
間内に被保護者に対する相談・指導・助言など様々なサービス
を施し、期間満了とともに原則保護廃止をするといった方式を
実施すれば、結果的に保護受給者の自立や財政負担軽減といっ
た点で改善が図れると期待できる。もちろん民間事業者が参入
する以上、保護受給者の秘密を守るなどプライバシーには極力
配慮しなければならない。

２―５９ c

（厚生労働省）
○厚生年金病院については、年金制度の厳しい財政状況等を踏まえ、５年を目処に、例外なく地
方公共団体や民間への売却を進めることとしており、市場化テストの対象とするのは不適当であ
る。
○社会保険病院については、平成１４年１２月２５日に公表した「社会保険病院の在り方の見直
しについて(厚生労働省方針)」に基づき、病院の施設整備を含め、基本的には個々の病院の責任
において運営するという考え方に立ち、平成15年を初年度とする３か年の経営改善計画を策定
し、現在、各病院において経営改善に努めているところ。
　今後、経過措置期間中（平成15年度から平成17年度）における経営実績を評価した上で、
① 単独で経営自立ができる病院
② 単独で経営自立が困難であるが地域医療にとって重要な病院
③ その他の病院
に分類し、平成１８年度において、整理合理化計画として取りまとめることとしている。
　また、現行の全社連への一括委託方式は、経過措置期間を経て終了し、民間への売却を含む新
しい効率的な経営方式に移行することとしており、市場化テストの対象として不適当である。

　今回の事例である社会保険庁から全国社会保険協会連合会等
への委託は、病院運営の委託ではなく、開設者そのものを全国
社会保険協会連合会等とし、国の行う事業の委託を行っている
ことから、今回新たに全国社会保険協会連合会等以外の団体に
本事業を委託することになっても開設者の変更に係る手続を踏
めば医療法上は問題ない。
　なお、営利法人が病院の運営を行うことは、営利を目的とし
た医療機関の開設を認めていない医療法第７条第５項の趣旨か
ら認められないことになる。
　また、医療機関の開設者については、医療機関の適正な運営
を確保するため、開設者が医療機関の運営の責任主体たること
が医療法上求められており、他の者に対する医療機関経営の包
括的委託は認められていないものである。

これらの事項については、市
場化テストに関するガイドラ
イン、官民競争入札の実施に
関する方針、サービスのコス
ト削減等を実現し得る評価基
準、契約条件等を策定する中
で考慮すべき内容であると考
えられ、その中で検討するこ
ととなる。

施設単位の損益状況及び職員数については、基本的には
開示できる情報である。

―

社団法人全国社会
保険協会連合会が
経営する社会保険
病院および厚生年
金病院
に対する「市場化
テスト導入」にか
かるご提案

提案内容：　厚生労働省から社会保険庁へ委託し、社団法人全国社会保険協会
連合会に再委託、経営する社会保険病院、厚生年金病院）において赤字が継続
する病院に関して、全業務を施設単位で市場化テストの対象とする事を提案い
たします。

(1) 平成15年度と前年度の単年度損益は黒字施設36施設、赤字
施設20施設。累積損益も同じく黒字施設36施設、赤字施設20施
設となっており、社会保険都南病院廃止後の計56施設での連結
損益になっても効果的な経営改善がみえておりません。
(2) 社会保険病院も厚生年金病院も運営は厚生労働省所管の社
団法人や財団法人に委託しています。従事者はすべて法人職員
になっていますが、役員などは厚生労働省や社会保険庁のOBが
多くみうけられます。政管健保の社会保険病院54箇所、厚生年
金保険の厚生年金病院10箇所。土地、建物は国有財産のため、
立替や補修などの施設整備費も政管健保及び厚生年金から支出
しています。社会保険病院の2002年度の施設整備費は234億
円。90年代以降は人口の高齢化で医療費、年金給付費が膨らむ
一方、景気低迷で保険料収入は伸び悩み、政管健保、厚生年金
は共に財政が悪化している。このため公的保険から病院の整備
費を2006年度目処に全廃する方針を決めていますが、官民の
パートナーシップを組むことにより改善を図る事を提案致しま
す。社会保険病院は国有民営の形を取ってはいますが財源、補
助金及び厚生労働省、社会保険庁、全社連の繋がりを考慮した
場合、テスト化の対象となるのではないでしょうか？（全社
連：　都道府県社会保険協会を会員47名として設立され、その
目的は健康保険及び厚生年金その他社会保険事業の円滑な運営
を促進し、併せて被保険者及び被扶養者の福祉を図ると共に社
会保険制度確立に資する事を目的として民法第34条の規定によ
り厚生大臣の許可を得て設立された公益法人です。）

17 / 21 ページ



様式１ 2005/1/12　15:38

２―６０
ｃ又はｄ

（厚生労働省）
国立病院機構においては、平成１６年５月よりクレジットカード及びデビットカードによる決済
を行っていることから、支払方法の多様化については既に民間開放済である。
なお、未納分回収業務の委託については、弁護士法及び債権回収業に関する特別措置法（サービ
サー法）による規制があり、不可能と承知している。

弁護士法及び債権回収業に関する特別措置法（サービサー法）
により、民間事業者に回収業務の委託等ができる債権に診療費
債権の患者負担分は含まれていないと承知している。

－ － －
「国立病院医療費
収納事業」

「国立病院の医療費収納に関する事務」

　医療費の収納について、これを民間が、未納分の回収作業、
及びクレジット決済、カード決済、コンビニ収納といった方式
で実施することとすれば、支払方法の多様化など公共サービス
向上の点で改善が図り得る。

（法務省）
【現行の法規制等の内容について】
　弁護士は基本的人権の擁護と社会正義の実現とを使命とし、
ひろく法律事務全般を行うことを職務とするものとして、わが
国の法律秩序が形成されているのであるが、弁護士法第７２条
は、弁護士でない者が他人の法律事件に介入することを業とす
れば、当事者その他関係人らの利益を損ね、国民の公正な法律
生活を侵害し、ひいては法律秩序を害することになるから、こ
れを禁止するために設けられたものであり、当該規定は、現在
においても合理性、必要性を有する規定と考えている。国立病
院の医療費収納に関する事務は法律事件に該当するものであ
る。
　ただし、他の法律に別段の定めがある場合は、この限りでは
ないとしており（弁護士法第７２条後段）、他の法律に定めを
置く場合には、同法自体の改正は必要ないものと思料する。
　また，債権回収会社の取り扱うことのできる対象債権は一定
の範囲内に限定され，「特定金銭債権」と定義されている（債
権管理回収業に関する特別措置法第２条）。国立病院の医療費
は特定金銭債権ではない。
【関連する規制改革措置の内容】
　司法制度改革のための裁判所法等の一部を改正する法律（平
成１５年法律第１２８号）において、弁護士法第７２条の例外
が弁護士法以外の法律に存することを同条ただし書に明記した
（平成１６年４月１日施行）。
　また，債権管理回収業に関する特別措置法附則第７条におい
て，この法律の施行後５年を目途として，この法律の実施状況
等を勘案しつつ検討が加えられるものとされており，本年が施
行後５年目に当たることから，ユーザー等からのヒアリング等
の調査を行い，実情・ニーズの把握に努めているところであ
る。

２―６１ e

（国土交通省）
　現在の行政書士の業務は、他人の依頼を受け報酬を得て、官公署に提出する書類その他権利義
務又は事実証明に関する書類（実地調査に基づく図面類を含む。）を作成することとなっている
（行政書士法第１条の２第１項）。一方、補助金適正化法等に基づく確定検査は、報告書等の書
類の審査だけでは把握しきれない経理の執行や工事の竣工状況等について、会計制度面及び技術
面の専門的知見から判断を行うものである。従って、行政書士が補助金適正化法等に基づく確定
検査を行えるというのは、事実誤認と考える。

電子政府構築計画
に基づく「物品調
達・物品管理・謝
金・諸手当・補助
金および旅費の各
業務・システム構
築最適化計画にお
ける
○補助金適正化法
等に基づく確定検
査のサポート事業

補助事業者に出向いて行う「調査」のうち確定検査に係わるものについては、
職員複数名で実施しているが、職員一名をのぞいた残りの者に、行政書士等の
専門家を充てること。職員による判断を必要としない当該調査業務は、会計記
帳や財務諸表の作成を業務とする外部専門家の行政書士等により設立されたＮ
ＰＯに委託する。

①補助事業者に出向いて行う「調査」のうち確定検査に係わる
ものについては、職員複数名で実施しているが、職員一名をの
ぞいた残りの者に、行政書士等の専門家を充てること
②職員による判断を必要としない当該調査業務は、会計記帳や
財務諸表の作成を業務とする外部専門家の行政書士等に委託す
ることで原課職員の調査業務の負担軽減を図るとともに、行政
書士による専門能力を活用することにより正確性の向上や、会
計担当職員の審査業務に係る負担軽減とコスト削減が図られ
る。
③あわせて、行政書士資格は公務員退職者が資格取得できる。
当該調査業務は、補助金業務に経験を有する官庁退職者（高齢
者）で行政書士の資格を取得した者により構成されている全国
都道府県行政書士会と現地会員を活用することで、公務員の手
当・出張費・宿泊費等が削減され、かつ官庁退職者という高齢
者の雇用拡大を促進する。
④さらに成立予定のe-文書法による電子的保存のためのスキャ
ナー業務等はIT行政書士にとって簡便な業務として安価なサー
ビスが提供できる。

ｅ

（農林水産省）
　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１５条に基づく補助金等の額の確定のため
に必要に応じて行う現地調査については、行政書士法第１条の２及び第１条の３で規定された
「他人の依頼を受け報酬を得て、官公署に提出する書類その他権利義務又は事実証明に関する書
類」を作成する等の業務に該当するか判断が必要と思料するが、補助金等に係る予算の執行の適
正化に関する法律及び行政書士法は当省の所管するところではないため、回答は困難。

e
（厚生労働省）
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律については、財務省の所管法令であり当省とし
ては当該提案について、判断する立場にないものと考える。

― ― ― ―
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２―６２ d, e

（経済産業省）
１．貿易保険と同種の保険を実施しようとする場合は､保険業法に基づき、金融庁への申請手続き等を経
ることとなるもので、貿易保険法上は、民間保険会社等に対する参入規制は存在していない。この点に
関しては、「貿易保険分野における官民あり方検討委員会」最終とりまとめ（平成１６年１２月２日） におい
て明確化するとともに、各民間保険会社に対して説明してきているところ。
  なお、国の貿易保険事業のうち、将来的に、民間保険会社によって質・量の両面でサービスが十分か
つ安定的に提供される分野の見通しが明確になれば、それを民間保険会社に委ね、国は民間保険会社
が提供できない分野へと特化すべきであるが、それまでの間は、引き続き、国が関与することが必要であ
り、また、仮に民間に委ねた後であっても、将来的に参入した民間保険会社が何らかの事情で市場から
退出することも念頭におけば、それを補完できるような体制（セイフティネット）が我が国企業（利用者）の
国際競争力確保の観点から必要である。
２．組合包括保険制度は、ＮＥＸＩと各輸出組合との間で、あらかじめ定める輸出品目を包括的に保険契
約の対象として双方合意の上に締結している双務有償契約である。これは、輸出組合が被保険者側の
事務をとりまとめるため、被保険者及びＮＥＸＩの事務コスト削減につながることから一定の低い保険料率
が設定されているものである。このため、当然に、ＮＥＸＩが各輸出組合の会員企業に対して一方的に強
制的な包括保険契約への加入を義務付けるものではなく、各輸出組合が会員企業の総意を踏まえた自
主的な判断としてＮＥＸＩとの間で同契約の締結を選択しているものであり、カルテルが存在しているわけ
ではない。
　他方、組合包括保険制度については、当省としても、近年の我が国企業の対外取引形態の変化に伴
い、ＮＥＸＩにおいて、保険料率や商品性の見直し、新商品の開発を含め、その抜本的な見直しに着手す
べきと考えている。また、組合員企業が民間のサービスを利用する選択の幅が実質的に限られるとの指
摘もあることも踏まえ、民間参入円滑化のための環境整備を図る上でも、可能な限り早期に検討を進
め、遅くとも第二期中期目標期間の開始（※）から２年以内（平成１８年度中）に、組合員企業の付保選択
制の導入や保険料体系の全般的な変更も含め、抜本的な見直しを行うこととしており、この点については
「貿易保険分野における官民あり方検討委員会」最終とりまとめにおいて明確化している。
（※）ＮＥＸＩの中期目標期間は４年で、平成１７年４月１日から第二期が開始される。

貿易保険（輸出信
用保険）分野民間
参入プロジェクト

「現在(独）日本貿易保険が実施している貿易保険（輸出信用保険）業務」

１．短期輸出信用保険
２．長期カントリーリスク保険

現行の貿易保険業務は永年通産省およびその当該分野の後継組
織である(独）日本貿易保険が独占的に実施してきた。
しかしその公的独占体制と競争の欠如から制度の硬直性が昂進
し、その結果利用者の利便性をそこない選択の自由を限定する
事態に至っている。
今次の提案は、当該分野に民間企業の参入を促すことにより適
正な競争の下で利用者の利便性を向上せしめ、信用リスク管理
の強化と費用の低減を実現し、輸出取引の促進を期するもので
ある。更にサービス提供の増加、費用の市場基準化の実現など
が期待出来る。

３．貿易保険の保険料率については、対外取引の相手国のカントリー・リスクや、被保険者が契約相手方
の信用リスクについても保険てん補を希望する場合はその信用状況を審査の上、個別の引受リスクを勘
案して設定するよう努めており、クロスサブシディ（内部補助）を前提としているものではない。なお、貿易
保険事業の収支バランスを評価する際には、特に中長期案件については、相手国の債務繰延等に伴う
場合も含めて２０～３０年にもわたる長期間の保険事故債権（利息を含む）の回収を含め、長期的なスパ
ンでの収支相償の実現が図られるかが重要な視点となるなど、民間保険会社とはそもそも保険事業とし
て成立する基準が異なることに留意する必要がある。

２―６３ d

（経済産業省）
「民間にできることは民間で」の原則に則り、海外投資保険を民間保険会社が我が国において実
施することは、我が国企業にとっても商品・サービスの選択肢の拡大等の意味で歓迎すべきも
の。
　なお、民間保険会社が国の海外投資保険と同種の保険を実施しようとする場合の法的整理につ
いては、要望「２－６２」に対する「①－２措置の内容（対応策）」１．の内容と同様である。

－ － － －
独立行政法人「日
本貿易保険」の一
部民間移管

海外投資保険事業の移管

経済産業省の関係業務を現在の独立法人に移管したものだと認
識していますが、保険料の低減を含め効率化については、民間
に移管し、自由な競争下においたほうがより進むのではない
か?

２―６４ b

（経済産業省）
　電子モールを利用した調達については、「物品調達、物品管理、謝金・諸手当、補助金及び旅
費の各業務・システム最適化計画」において、少額の物品調達について導入が予定されており、
その構築・運営は、官民双方において実施できる可能性があると認識している。ただし、経済産
業省では、上記最適化計画の策定担当府省として、電子モールの本格導入に先立って、民間が構
築・運営するモールを利用した調達を試験的に実施することを予定していることから、官民競争
入札という形式によらず、かかる実証事業を通じて、モールを利用するための具体的な方法等に
つき検討を行うこととしたい。
　なお、当該実証事業においては、参加希望者を提案公募方式により広く募り、公平な審査を経
て採択者を決定する予定である。提案公募の時期としては、今後、検討・準備に２カ月程度を要
すると想定されることから、平成１７年２月頃の開始としたい。

会計法、予算決算及び会計令その他の会計関係諸法令によって
政府調達の手続が定められているが、電子モールを用いた政府
調達を行うこと自体を制限する法規制は存在しない。

①－２のとおり、官と民との
間での競争入札とはせず、今
後実施する実証事業におい
て、民間事業者のみを対象と
した提案公募を行う。

①－２の提案公募に際し、以下の情報を開示する。さら
に、採択者に対しては、質疑応答の機会を十分に与える
こと等により、より詳細な情報の提供を図ることとす
る。
・調達に係る業務フロー
・調達に関連する諸法令・諸規則
・調達において満たすべき要件（透明性・公平性・中小
企業への参加機会の確保等）

－

政府調達（公共事
業を除く）対応の
電子モール（e-
Market Place）の
開設・運用・管理
事業

対象は経済産業省
を想定している。

「将来、政府調達の電子化を推進するに当たって必須となる、膨大な数に達す
るであろう、電子モール出店者（販売者）の商品登録（コンテンツ登録）、商
品保守（コンテンツ保守）、商品更新（コンテンツ更新）に関する業務ならび
に、政府調達を実現（購買者側・販売者側を連係）するSystemの開設・運用・
保守・管理に関する業務」

【注】
現在、政府調達向け電子モールは存在していないことから、政府調達向け電子
モールの開設・運用・管理を実施している、国等（各府省の内部部局、外局、
地方支分部局に加え、独立行政法人、特殊法人等を含む。）の機関は不明で
す。

【政府調達における契約の電子化のあり方に関する検討会：中
間報告書によると】
カタログ調達（簡易契約）システムは、海外の電子政府で広く
実施され、調達業務の効率化や透明性向上等に大きく貢献して
いるものである。日本では同様の事例は見られないものの、現
在の契約制度において実施されている単価契約あるいは随意契
約における見積書の徴取と一部類似していると見ることも可能
と記載
【当社の強み】
当社では電力会社における調達の類似事例（単価契約物品のカ
タログ調達、簡易契約物品のカタログ調達）を有しており電子
カタログ購買に関する上流から下流（電子カタログの価格決定
に用いる競争入札System～電子カタログ作成・保守・更新～受
発注処理Systemの運用・保守：電力会社の業務フローと合致さ
せた）のknow-howを有し、新たに政府機関で同様の業務を行う
より安価で安定した業務を遂行することが可能であると考えて
おります。
さらにもう少し遡れば、政府調達を実現するSystemについても
当社では大部分を既に有し、稼働していることから、政府が1
から構築（受発注System～電子カタログ関係Systemを新規に構
築）するするよりもはるかに安価にて実現できるものと考えて
おります。
上記2点の優位性を持ち提案致します。

２―６５ d
（国土交通省）
道路の維持管理については、清掃、除草及び補修に係る作業を外部委託してきているところであり、今
後とも引き続き、外部委託手法の活用を図る。

道路維持管理事業
「現在、国が実施している道路維持管理事業」

・国道は国道事務所様が維持管理されていますが、道路を維持
管理する際、一括して面または群管理することによって効率的
な維持管理が可能になると考えています。

２―６６ d
（国土交通省）
道路の維持管理については、清掃、除草及び補修に係る作業を外部委託してきているところであり、今
後とも引き続き、外部委託手法の活用を図る。

国道維持管理事業 現在、国土交通省が実施している国道および付帯設備維持管理に関する業務

現在、国道および付帯設備の維持管理をするために、全国各地
の工事事務所に専属の職員が常駐している。
この業務を、全国展開している建設業者に委託することによ
り、国費の経費節減に繋がる可能性が高い。

２―６７ ｄ
（国土交通省）
河川、砂防、ダムにおける維持管理については除草及び補修等に係る作業を外部委託してきてい
るところであり、今後とも引き続き、外部委託手法の活用を図る

河川、砂防、ダム
等の施設管理業務

現在、国土交通省等が実施している一級河川、ダムおよび付帯設備維持管理に
関する業務

現在、国道および付帯設備の維持管理をするために、全国各地
の工事事務所に専属の職員が常駐している。
この業務を、全国展開している建設業者(有資格者)に委託する
ことにより、国費の経費節減に繋がる可能性が高い。

２―６８ d

（国土交通省）
工事の監督は、契約担当官等が自ら又は補助者に命じて行うこととされているが、監督業務にお
ける外部委託の可能性について検討し、国の職員が直接監督を行う場合にあっても、補助的な業
務については、既に外部委託を実施している。

請負工事における
監督事務事業の一
部委託

国土交通省の各事務所が実施している土木工事のうち、特に高度な技術力を必
要とする工事

現在、公共工事請負契約では、監督と検査により契約の適正な
履行を確保することになっている。しかし、高度な技術力が必
要な工事や技術者が不足する小規模な町村が発注する工事で
は、発注者側が十分な監督を行うことができないため、工事の
品質低下が懸念されている。工程管理や立会いなど一部の監督
事務は、一定の能力を有した民間事業者等であれば実施するこ
とが可能であり、監督員の技術力向上による工事品質の確保が
期待できる。

２―６９ ｅ
（国土交通省）
建設業の経理知識審査等事業については、国が行っているものではない。

建設業の経理知識
審査等の、案内、
登録

建設業の経理知識審査等事業
資格取得に掛かる案内、実施、資格証の発行等の業務を民間に
委託することによって、国費の経費節減や個人負担の削減が減
じられる可能性が高い。
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２―７０ ｄ

（国土交通省）
監理技術者講習の実施機関については、平成１６年３月１日に施行された改正建設業法により、
一定の要件を満たせば民間企業等が登録可能となっており、平成１６年１１月１日現在で７機関
が登録されている。

監理技術者資格更
新等の、案内、講
習、発行

技術者資格の更新講習等の実施業務
資格更新に掛かる講習案内、講習、資格証の発行等の業務を民
間に委託することによって、国費の経費節減や個人負担の削減
が減じられる可能性が高い。

２―７１ e

（国土交通省）
落札者の決定は発注者が行う事務とされているところであるが、発注者が行う技術提案の審査、
評価にあたって第三者から意見を聴く場合はある。この場合においても、落札者決定の公正性の
確保を図るため、中立な立場で公正な判断ができる学識経験者から意見聴取を行っているところ
である。
なお、参加資格要件とその評価方法については発注公告に明示するとともに、落札者を決定した
理由については入札契約適正化法に基づいて公表しているところであり、落札者決定の透明性は
確保されている。

公共工事
落札検討業務

公共工事の技術提案型入札制度やデザインビルト、総合評価方式等による競争
入札の評価検討業務

落札者決定をランダムに選ばれた有識者＜第三者＞が行うこと
によって、公共工事の透明性を高めると共に技術力の底上げを
図る。

２―７２ ｄ

（国土交通省）
監理技術者講習の実施機関については、平成１６年３月１日に施行された改正建設業法により、
一定の要件を満たせば民間企業等が登録可能となっており、平成１６年１１月１日現在で７機関
が登録されている。
なお、国土交通大学校においては、建設業法に基づく検定・講習等に関する業務は行っていな
い。

建設技術者の実務
教育

現在、国土交通大学校で実施している建設技術者を対象とした教育等に関する
業務

技術者認定や免許更新時等に受講している講習会の開催を、民
間企業に委託することによって、国費の経費節減や受講者の負
担削減に繋がる可能性が高い。

２―７３ d
（国土交通省）
国営公園の管理については、植物管理、建物管理、清掃等の業務を国は直接行わず、外部委託してき
ているところであり、今後とも引き続き外部委託手法の活用を図る。

国営公園管理事業
「現在、国が財団法人公園緑地管理財団に委託している公園管理事業」

地方公共団体と同じように指定管理者を応募して、民間事業者
と競争する価値があると思います。また、規制緩和によって公
園の新しい利用方法等が模索可能かと思います。

２―７４ ｄ

（国土交通省）
（自動車保有関係手続のワンストップサービスについて）
　自動車保有関係手続のワンストップサービスシステムについては、申請者の利便性を向上させ
るため代理申請の仕組みを構築しているところであり、行政書士等による申請も可能とすること
としている。

ワンストップ行政
手続サービスセン
ターへの行政手続
きのアウトソーシ
ング

（例）
「国土交通省に対する許認可・届け出等の申請手続は、書面および電子的媒体
で行われているが、これらの手続き書面様式が部局ごとに異なり、特に電子的
な申請手続きにおいては、その申請に用いる電子的方式が同一省庁であっても
部局間で異なるシステムが採用されている場合が見受けられる。このように申
請様式、申請方法、申請媒体、申請の相手先が多種多様化しているのは、国民
にとって非常にわかりにくく、かつ、馴染みにくいものとなっている。その一
方で政府は電子政府を構築しているが、オンライン化法により、情報処理組織
に到達した時を申請が行われた時として２４時間申請ができるようにしている
が実際には実現できていない。そこで、行政書士は官公署に提出する書類およ
び電磁的記録の作成を業としているので、国土交通省は行政書士により設立さ
れた「行政手続ワンストップサービスセンター」に申請手続を集中させて一元
化し、かつ形式審査等も委任して、申請手続きの振り分け機関として活用され
たい。行政書士による「行政手続ワンストップサービスセンター」が国土交通
省に対する全申請手続（一例だが特殊車両通行許可・貨物自動車運送事業等の
書面および電磁的記録は全国の部・支・分局および地方局にまたがる）につい
て作成および代理・代行をワンストップかつシームレス（２４時間３６５日稼
働）で行うことにより国民の利便性と電子申請による行政の効率化は格段に向
上する。この先例として現在検討されている「自動車保有関係ワンストップ
サービス」がある。これは業界の利便性が優先しているとみられているが国民
の利便性を向上させるためにもこれにも行政書士の活用を盛り込むべく再検討
すべきである。

公務員であった者は行政書士と成れる。小さな政府を目指すた
め、加えて高齢化社会における高齢者の再雇用問題の解決のた
めに、行政書士による当該事業を行うことは、問題解決の最善
策である。また国民にとっても公務員であった者および行政書
士という専門家によるサービスが受けられることは、国民にも
行政にも効率的かつ安心である。当然アウトソーシングによっ
てコストダウンが図られる。

２―７５ 政府検査業務
現在会計検査院が実施している政府検査のうち、特別会計における業務監査の
中の、調達業務の効率性について監査を行う。

現在会計検査院が行っている業務のうち、主に効率性の視点か
ら特別会計の調達に関する監査を行う。
専門的ノウハウをもった民間の監査法人が監査を行うことによ
り、会計検査院と協働で強い国の会計検査の仕組みを作り上げ
る。
また外部の立場から監査を行うことにより独立性の強化した監
査ができる。

２―７６ 政府検査業務
現在会計検査院が実施している政府検査のうち、特殊法人における財務監査の
中の、財務諸表の正確性について検査を行う。

現在会計検査院が行っている業務のうち、主に正確性の視点か
ら特殊法人の財務諸表の監査を行う。
専門的ウハウをもった民間の監査法人が財務諸表の正確性の保
証機能を果たし、会計検査院と協働で強い国の会計検査の仕組
みを作り上げる。
また外部の立場から監査を行うことにより独立性の強化した監
査ができる。

２―７７ 政府検査業務
今後会計検査院が実施すると思われる政府検査のうち、省庁別財務諸表の正確
性について検査を行う。

今後会計検査院が実施することが想定される業務のうち、主に
正確性の視点から省庁別財務諸表の監査を行う。
専門的ウハウをもった民間の監査法人が省庁別財務諸表の正確
性に対する保証機能を果たし、会計検査院と協働で強い国の会
計検査の仕組みを作り上げる。
また外部の立場から監査を行うことにより独立性の強化した監
査ができる。

20 / 21 ページ



様式１ 2005/1/12　15:38

２―７８
会計検査院業務の
一部民間委託

特定はできない。

検査院の検査結果によると、実施される検査は国や対象の政府
関係機関の数%にしか達していないとのこと(某新聞)。手が回
らないのであれば、一部を民間の監査法人に委託したらどう
か?
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